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も く じ下
北
半
島
の
寒
立
馬
（
青
森
県
東
通
村
尻
屋
崎
）

下北半島尻屋崎に放牧される寒立馬は、
この地域で古くから飼育されていた田名
部馬にブルトン種を交配、改良された農
用馬。詩情あふれる呼び名は、昭和４５年
に東通村立尻屋小中学校の岩佐校長が詠
んだ短歌に由来するという。身も凍る寒
の内、本州最果ての雪原で粗食と風雪に
耐えるその姿に、命の尊さを思う。

2666号

棚
田
復
元
の
パ
ワ
ー
に
感
動

閑 休
話 題

早
稲
田
大
学
教
授　

宮 

口　

侗 

廸

　

昨
年
の　

月
、
農
水
省
系
の
「
美
の
里
づ
く

１１

り
コ
ン
ク
ー
ル
」
関
係
の
視
察
で
、
伊
豆
半
島

西
南
部
の
松
崎
町 
石  
部 
地
区
を
訪
れ
る
機
会
が

い
し 
ぶ

あ
っ
た
。
石
部
地
区
は
も
と
も
と
伊
豆
半
島
に

多
い
半
農
半
漁
集
落
で
あ
り
、
背
後
の
谷
沿
い

に　
 

ほ
ど
の
棚
田
が
つ
く
ら
れ
て
い
た
が
、

１８
次
第
に
耕
作
放
棄
さ
れ
、
平
成
に
入
っ
て
か
ら

は
９
割
以
上
が
原
野
化
し
て
し
ま
っ
た
。

　

し
か
し
平
成
８
年
、
当
時
の
高
橋
区
長
が
棚

田
保
全
の
機
運
の
全
国
的
な
盛
り
上
が
り
に
刺

激
さ
れ
、
こ
の
棚
田
の
復
元
を
思
い
立
っ
た
。

こ
の
棚
田
は
集
落
と
海
を
見
下
ろ
し
、
そ
し
て

海
越
し
に
富
士
山
と
南
ア
ル
プ
ス
が
望
め
る
す

ば
ら
し
い
位
置
に
あ
る
。
筆
者
ら
が
訪
れ
た
日

は
、
残
念
な
が
ら
富
士
山
は
雲
に
隠
れ
て
い
た

が
、
南
ア
ル
プ
ス
の
稜
線
は
う
っ
す
ら
と
見
え

た
。

　

氏
は
棚
田
の
作
業
道
や
ふ
れ
あ
い
交
流
施
設

の
整
備
を
進
め
る
一
方
で
、
地
区
の
総
会
に
棚

田
の
復
元
を
提
案
、
強
い
反
対
意
見
に
対
し

て
、
都
市
の
人
と
の
ふ
れ
あ
い
交
流
の
場
づ
く

り
の
価
値
を
訴
え
続
け
た
。
よ
う
や
く
支
持
を

得
て
復
元
作
業
が
始
ま
っ
た
の
は
平
成　

年
１

１２

月
、
大
勢
の
地
元
の
人
に
「
し
ず
お
か
棚
田
ク

ha

ラ
ブ
」
の
人
の
応
援
を
得
て
、
約
１
０
０
日
か

け
て
４ 

の
雑
木
・
雑
草
を
焼
き
払
っ
た
。
す

ば
ら
し
い
石
垣
が
あ
ら
わ
れ
、
５
月
に
は　

ａ
１５

に
記
念
す
べ
き
田
植
え
が
で
き
た
。
こ
の
間
の

作
業
の
ビ
デ
オ
を
拝
見
し
た
が
、
本
当
に
迫
力

の
あ
る
感
動
も
の
だ
っ
た
。
最
近
は
県
内
の
大

学
の
学
生
グ
ル
ー
プ
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
参
加
も

増
え
、
す
ば
ら
し
い
交
流
の
場
に
育
っ
て
き
て

い
る
。

　

い
ま
は
復
元
さ
れ
た
４
・
２ 

の
う
ち
２ 

の
水
田
が
棚
田
オ
ー
ナ
ー
制
度
の
下
で
耕
作
さ

れ
て
い
る
が
、
オ
ー
ナ
ー
会
費
は
年
３
万
５
千

円
で
、
こ
れ
を
管
理
し
て
い
る
の
が
「
石
部
赤

根
田
村
百
笑
の
里
」
と
名
づ
け
ら
れ
た
地
元
の

組
織
で
あ
る
。
オ
ー
ナ
ー
会
員
は
日
ご
ろ
の
管

理
を
こ
の
組
織
に
任
せ
、
実
際
に
作
業
す
る
地

元
の
農
家
に
は
日
当
が
わ
た
る
。
オ
ー
ナ
ー
は

基
本
的
に
地
元
の
民
宿
に
宿
泊
す
る
の
で
、
こ

こ
で
も
経
済
効
果
が
生
ま
れ
て
い
る
。「
み
ん

な
が
笑
顔
に
」
の
百
笑
と
い
う
表
現
そ
の
も
の

の
よ
う
に
、
当
日
お
会
い
し
た
方
々
か
ら
は
笑

顔
が
絶
え
な
か
っ
た
。
偉
大
な
ふ
る
さ
と
づ
く

り
に
心
か
ら
拍
手
を
送
り
た
い
。

ha

ha

ha
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政 策

２町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

　

平
成　

年
度
政
府
予
算
案
は
、
昨
年　

月　

日
の

２１

１２

２０

財
務
省
原
案
内
示
、
翌
日
か
ら
の
重
点
課
題
推
進
枠

の
配
分
を
め
ぐ
る
調
整
を
経
た　

日
の
臨
時
閣
議
に

２４

お
い
て
、
政
府
案
が
決
定
さ
れ
た
。
一
般
会
計
の
総

額
は
、　

年
度
当
初
予
算
比
６
・
６
％
増
の　

兆
５
、

２０

８８

４
８
０
億
円
。
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
を
２
分
の

１
に
引
き
上
げ
る
影
響
等
で
社
会
保
障
関
係
費
が
高

い
伸
び
を
示
し
た
ほ
か
、
１
兆
円
の
「
経
済
緊
急
対

応
予
備
費
」
新
設
を
受
け
、
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
。

　

政
策
的
経
費
で
あ
る
一
般
歳
出
は
、　

兆
７
、
３

５１

１
０
億
円
で
前
年
度
比
９
・
４
％
の
増
加
。
こ
の
う

ち
、
公
共
事
業
関
係
費
は
道
路
特
定
財
源
の
会
計
区

分
変
更
の
影
響
等
に
よ
り
、
５
・
０
％
増
の
７
兆
７

０
１
億
円
を
計
上
し
た
。
そ
の
他
、
社
会
保
障
関
係

費
は
自
然
増
に
加
え
、
基
礎
年
金
国
庫
負
担
割
合
を

　

年
４
月
か
ら
２
分
の
１
に
引
き
上
げ
る
こ
と
に
伴

２１い
、
前
年
度
比　

・
０
％
の
増
加
と
な
っ
た
ほ
か
、

１４

麻
生
総
理
の
指
示
を
踏
ま
え
た
「
生
活
防
衛
」「
地
方

の
底
力
」
関
連
施
策
が
増
加
し
た
。

　

一
方
、
歳
入
で
は
、
税
収
が
景
気
後
退
に
伴
う
企

業
収
益
悪
化
の
影
響
で
法
人
税
の
大
幅
な
減
少
が
見

込
ま
れ
る
こ
と
な
ど
か
ら
、
全
体
で　

・
９
％
減
の

１３

　

兆
１
、
０
３
０
億
円
。
こ
の
結
果
、
財
源
不
足
を

４６補
う
た
め
に
発
行
す
る
新
規
国
債
発
行
額
は　

・
３

３１

％
増
の　

兆
２
、
９
４
０
億
円
と
５
年
ぶ
り
で
増
加

３３

に
転
じ
、
公
債
依
存
度
は　

年
度
当
初
予
算
の　

・

２０

３０

５
％
か
ら　

・
６
％
へ
悪
化
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

３７

財
政
の
健
全
度
を
示
す
基
礎
的
財
政
収
支
（
プ
ラ
イ

マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
）は　

兆
５
０
２
億
円
の
赤
字
で
、

１３

２
年
連
続
の
拡
大
。
こ
う
し
た
中
、
特
別
会
計
の
剰

余
金
や
積
立
金
な
ど
か
ら
９
兆
１
、
５
１
０
億
円
の

税
外
収
入
を
確
保
し
た
が
、
世
界
的
な
金
融
危
機
に

伴
う
税
収
の
大
幅
な
落
ち
込
み
な
ど
か
ら
、
政
府
の

財
政
健
全
化
目
標
で
あ
る
「　

年
度
の
基
礎
的
財
政

１１

収
支
の
黒
字
化
」
達
成
は
困
難
に
な
り
つ
つ
あ
る
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
は
、
政
府

２１

予
算
編
成
の
決
定
を
前
に
、　

月　

日
の
鳩
山
総
務

１２

１８

相
と
中
川
財
務
相
の
閣
僚
折
衝
で
決
着
し
た
。
地
方

財
政
計
画
の
全
体
規
模
は
、
前
年
度
比
１
・
０
％
減

の　

兆
５
、
６
０
０
億
円
で
２
年
ぶ
り
の
減
額
と

８２
な
っ
た
が
、
公
債
費
及
び
不
交
付
団
体
水
準
超
経
費

を
除
く
一
般
歳
出
は
前
年
度
比
０
・
７
％
増
の　

兆
６６

２
、
２
０
０
億
円
と
な
っ
た
。
今
回
の
地
方
財
政
計

画
で
は
、
既
定
の
加
算
と
は
別
枠
で
地
方
交
付
税
を

１
兆
円
増
額
。
増
額
分
は
「
雇
用
創
出
」
や
「
地
域

の
元
気
回
復
」
の
た
め
の
財
源
と
な
る
。
こ
れ
を
含

め
た
地
方
交
付
税
の
総
額
は
、
地
方
自
治
体
に
配
分

す
る
出
口
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比
４
、
１
０
０
億
円
増

の　

兆
８
、
２
０
０
億
円
で
２
年
連
続
の
増
加
。
地

１５
方
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
交
付
税
、
臨
時
財
政
対

策
債
等
を
加
え
た
地
方
一
般
財
源
総
額
は
、
１
・
３

％
減
の　

兆
８
０
０
億
円
と
な
っ
た
。
な
お
、「
生

５９

活
対
策
」
に
盛
り
込
ま
れ
た
地
方
公
共
団
体
支
援
策

の
一
つ
と
し
て
、
地
方
公
営
企
業
等
金
融
機
構
を
改

組
し
、
地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
（
仮
称
）
を
創
設
。

臨
時
財
政
対
策
債
急
増
に
対
応
し
、
長
期
の
資
金
調

達
が
困
難
な
市
町
村
分
を
中
心
に
、
５
、
０
０
０
億

円
程
度
を
貸
付
け
る
。

　
　

年
度
の
地
方
財
政
対
策
が
決
着
し
た
こ
と
を
受

２１
け
、
全
国
町
村
会
（
会
長
・
山
本
文
男
福
岡
県
添
田

町
長
）
な
ど
地
方
六
団
体
は
、
通
常
ル
ー
ル
と
は
別

枠
で
１
兆
円
の
地
方
交
付
税
が
確
保
さ
れ
た
こ
と
に

つ
い
て
「
地
方
が
強
く
訴
え
て
き
た
地
方
交
付
税
の

復
元
・
増
額
の
要
請
に
も
応
え
る
も
の
」
で
あ
り
、

「
政
府
・
与
党
関
係
者
の
真
摯
な
ご
尽
力
に
敬
意
を
表

す
る
」
と
の
共
同
声
明
を
発
表
し
た
。

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

特 集

平
成
21
年
度
関
係
各
省
予
算
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３

（単位　百万円）
平成21年度一般会計歳入歳出概算

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成21年度

概算額（B）
平成20年度予算額
（当初）（A）区　　　　　　　　分

％　　　歳　　　　　入

△13.9△7,451,00046,103,00053,554,0001． 租 税 及 印 紙 収 入

120.04,991,6619,151,0014,159,3402． そ の 他 収 入

31.37,946,00033,294,00025,348,0003． 公 債 金

6.65,486,66188,548,00183,061,340合　　　　　計

歳　　　　　出

0.480,50120,243,73120,163,2301． 国 債 費

6.1959,68516,573,29415,613,6092． 地 方 交 付 税 交 付 金 等

9.44,446,47551,730,97647,284,5013． 一 般 歳 出

6.65,486,66188,548,00183,061,340合　　　　　計

（単位　百万円）
平成21年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成21年度

概算額（B）
平成20年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

％　　　（社 会 保 障 関 係 費）

17.52,919,60919,600,35816,680,7491． 年 金 医療介護保険給付費

4.691,5522,096,8882,005,3362． 生 活 保 護 費

0.818,6902,509,1152,490,4253． 社 会 福 祉 費

5.924,264434,619410,3554． 保 健 衛 生 対 策 費

△1.3△2,607193,419196,0265． 雇 用 労 災 対 策 費

14.03,051,50824,834,39921,782,891計

（文教及び科学振興費）

△1.9△31,3261,648,2501,679,5761． 義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金

1.114,8801,377,6581,362,7782． 科 学 技 術 振 興 費

0.057115,565115,5083． 文 教 施 設 費

0.815,8582,019,7142,003,8564． 教 育 振 興 助 成 費

△0.7△1,007149,181150,1885． 育 英 事 業 費

△0.0△1,5385,310,3685,311,906計

0.480,50120,243,73120,163,230国 債 費

（次頁へつづく）

（注）計数整理の結果、異動を生ずることがある。
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備　　　　考伸　率比較増△減額
（B－A）

平成21年度
概算額（B）

平成20年度予算額
（当初）（A）事　　　　　　　　項

（恩 給 関 係 費）

△6.6△1,89426,96028,8541． 文 官 等 恩 給 費

△7.5△57,873718,114775,9872． 旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

△6.4△1882,7462,9343． 恩 給 支 給 事 務 費

△11.4△5,05639,39644,4524． 遺族及び留守家族等援護費

△7.6△65,011787,216852,227計

6.4971,16316,111,28315,140,120地 方 交 付 税 交 付 金

△2.4△11,478462,011473,489地 方 特 例 交 付 金

△0.1△5,5154,774,1354,779,650防 衛 関 係 費

（公 共 事 業 関 係 費）

△1.1△10,594928,340938,9341． 治 山 治 水 対 策 事 業 費

△17.6△261,4381,222,0951,483,5332． 道 路 整 備 事 業 費

△4.4△22,069474,396496,4653． 港湾空港鉄道等整備事業費

50.1806,4222,416,4871,610,0654． 住宅都市地域環境整備事業費

△5.1△46,890879,799926,6895． 下水道水道廃棄物処理等施設整備費

△13.6△90,516577,220667,7366． 農 業 農 村 整 備 事 業 費

△5.1△14,977281,595296,5727． 森 林 水産基盤整備事業費

△10.3△25,000217,458242,4588． 調 整 費 等

5.0334,9386,997,3906,662,452小　　　　　　　計

0.0072,69972,6999． 災 害 復 旧 等 事 業 費

5.0334,9387,070,0896,735,151計

△5.5△36,439629,544665,983経 済 協 力 費

7.312,900188,951176,051中 小 企 業 対 策 費

△1.1△9,337856,171865,508エ ネ ル ギ ー 対 策 費

0.97,743865,922858,179食 料 安 定 供 給 関 係 費

3.2157,2265,064,1814,906,955そ の 他 の 事 項 経 費

―1,000,0001,000,000―経 済 緊 急 対 応 予 備 費

0.00350,000350,000予 備 費

6.65,486,66188,548,00183,061,340合　　　　　　　計
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政 策

５

平成21年度 関係省庁予算平成21年度 関係省庁予算

地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省地方財政対策と総務省
地方自治関係予算・施策の概要地方自治関係予算・施策の概要地方自治関係予算・施策の概要

特 集特 集特 集特 集特 集

平
成　

年
度

２１

地
方
財
政
対
策
の
概
要

　

平
成　

年
度
地
方
財
政
対
策
は　

月　

２１

１２

１８

日
、
鳩
山
総
務
大
臣
と
中
川
財
務
大
臣
の

大
臣
折
衝
で
決
着
し
た
。

　

地
方
財
政
計
画
の
規
模
は
、約　

兆
５
、

８２

６
０
０
億
円（
前
年
度
比
１
・
０
％
、８
、５

０
０
億
円
減
）と
な
り
、対
前
年
度
で
は
減

少
し
た
。ま
た
、地
方
一
般
歳
出
は
、約　
６６

兆
２
、２
０
０
億
円（
同
０
・
７
％
、４
、６

０
０
億
円
増
）が
確
保
さ
れ
た
。

　

地
方
一
般
財
源
総
額
は
、　

兆
８
０
０

５９

億
円
（
同
１
・
３
％
、
８
、
１
０
０
億
円

減
）
と
な
り
、
地
方
税
の
大
幅
減
が
響
き

前
年
度
を
下
回
っ
た
。
た
だ
、
不
交
付
団

体
の
水
準
超
経
費
を
除
く
一
般
財
源
総
額

は
、
０
・
６
％
（
３
、
６
０
０
億
円
）
増

の　

兆
８
、
０
０
０
億
円
を
確
保
し
た
。

５７
内
訳
は
、
地
方
税
・
地
方
譲
与
税
は　

兆
３７

６
、
５
０
０
億
円
（
同
８
・
６
％
、
３
兆

５
、
３
０
０
億
円
減
）、
地
方
交
付
税
は　
１５

兆
８
、
２
０
０
億
円
（
同
２
・
７
％
、
４
、

１
０
０
億
円
増
）、
臨
時
財
政
対
策
債
５

兆
１
、
５
０
０
億
円
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、
国
税
５
税

の
法
定
率
分　

兆
４
０
０
億
円
に
、
一
般

１１

会
計
か
ら
交
付
税
へ
の
加
算
と
臨
財
債
の

発
行
で
半
分
ず
つ
負
担
す
る
折
半
ル
ー
ル

等
の
３
兆
７
、
８
０
０
億
円
を
加
え
、
そ

の
上
で
、
既
定
の
加
算
と
は
別
枠
で
「
生

活
防
衛
の
た
め
の
緊
急
対
策
」
を
踏
ま
え

た
地
域
雇
用
創
出
推
進
費
な
ど
１
兆
円
を

積
み
増
し
、
前
年
度
を
４
、
１
０
０
億
円

上
回
る　

兆
８
、
２
０
０
億
円
が
確
保
さ

１５

れ
た
。
１
兆
円
の
増
額
分
は
、「
地
域
雇

用
創
出
推
進
費
」
と
し
て
、
間
伐
や
学
校

耐
震
化
を
は
じ
め
地
域
の
雇
用
創
出
と
し

て
５
、
０
０
０
億
円
程
度
を
計
上
し
、
２

年
間
の
措
置
と
し
て
雇
用
情
勢
の
厳
し
い

地
域
に
重
点
的
に
配
分
す
る
こ
と
と
な
っ

た
ほ
か
、「
地
域
の
元
気
回
復
」（
一
般
行

政
経
費
）
と
し
て
１
、
５
０
０
億
円
程
度
、

医
療
・
少
子
化
対
策
の
充
実
と
し
て
１
、

５
０
０
億
円
程
度
、
金
融
市
場
の
混
乱
を

踏
ま
え
た
公
債
費
の
償
還
期
限
の
見
直
し

と
し
て
２
、
０
０
０
億
円
程
度
を
計
上
し

て
い
る
。
ま
た
、
昨
年
度
創
設
さ
れ
た
地

方
再
生
対
策
費
に
つ
い
て
も
同
額
（
４
、

０
０
０
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

こ
れ
ら
の
結
果
、
主
な
地
方
財
政
指
標

は
、
一
般
財
源
総
額　

兆
８
０
０
億
円

５９

（
前
年
度
比
１
・
３
％
、
８
、
１
０
０
億
円

減
）、
一
般
財
源
比
率　

・
３
％
（
同
３
・

６５

１
％
減
）、
地
方
債
依
存
度　

・
３
％
（
同

１４

２
・
８
％
増
、
臨
時
財
政
対
策
債
を
含

む
）、
地
方
の
借
入
金
残
高
１
９
７
兆
円
、

交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
残
高　

兆
６
、

３３

０
０
０
億
円
と
な
る
。

【
平
成　

年
度
地
方
税
制
改
正
】

２１

　

平
成　

年
度
地
方
税
制
改
正
に
お
い
て

２１

は
、
現
下
の
社
会
・
経
済
情
勢
等
を
踏
ま

え
、
個
人
住
民
税
に
お
い
て
住
宅
借
入
金

等
特
別
税
額
控
除
を
創
設
す
る
こ
と
や
環

境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
自
動
車
に
係
る
自

動
車
取
得
税
の
時
限
的
な
税
率
軽
減
措
置

等
を
講
ず
る
こ
と
の
ほ
か
、
道
路
特
定
財

源
の
一
般
財
源
化
へ
の
対
応
、
平
成　

年
２１

度
評
価
替
え
に
伴
う
土
地
に
係
る
固
定
資

産
税
等
の
負
担
調
整
措
置
の
延
長
等
を
実

施
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　

こ
の
う
ち
、
個
人
住
民
税
に
お
け
る
住

宅
借
入
金
等
特
別
税
額
控
除
に
つ
い
て

は
、
所
得
税
に
お
け
る
住
宅
借
入
金
等
特

別
税
額
控
除
の
適
用
者
（
平
成　

年
か
ら

２１

　

年
ま
で
の
入
居
者
）
を
対
象
に
、
所
得

２５税
か
ら
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
住
宅
借
入

金
等
特
別
税
額
控
除
額
に
つ
い
て
、
所
得

税
に
お
け
る
税
額
控
除
額
と
同
額
（
最
高

９
・　

万
円
）
を
限
度
に
個
人
住
民
税
に

７５

お
い
て
控
除
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
に
伴

う
個
人
住
民
税
の
減
収
額
は
、
全
額
国
費

で
補
て
ん
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　

環
境
へ
の
負
荷
の
少
な
い
自
動
車
に
係

る
自
動
車
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
平
成　
２１

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま
で
の
間
に
取
得

２３

が
行
わ
れ
る
低
燃
費
車
・
低
公
害
車
等（
新

車
）
に
お
い
て
、
税
率
軽
減
措
置
（
電
気

自
動
車
・
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
自
動
車
等
は
免

除
等
）
を
導
入
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
が
、

市
町
村
が
自
動
車
取
得
税
を
は
じ
め
自
動

車
関
係
諸
税
の
減
税
の
影
響
を
大
き
く
受

���

���
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け
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
減
収
の
一
部
を
減

税
補
て
ん
特
例
交
付
金
（
仮
称
）
で
補
て

ん
（
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
ま
で

２１

２３

各
年
度
５
０
０
億
円
を
市
町
村
に
交
付
）

す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　

道
路
特
定
財
源
の
一
般
財
源
化
へ
の
対

応
と
し
て
は
、
①
自
動
車
取
得
税
及
び
軽

油
引
取
税
を
目
的
税
か
ら
普
通
税
に
改

め
、
使
途
制
限
を
廃
止
す
る
、
②
地
方
道

路
譲
与
税
の
名
称
を
地
方
揮
発
油
譲
与
税

（
仮
称
）
に
改
め
、
石
油
ガ
ス
譲
与
税
及
び

自
動
車
重
量
譲
与
税
と
と
も
に
使
途
制
限

を
廃
止
す
る
、
③
譲
与
税
の
譲
与
・
交
付

金
の
交
付
は
、
引
き
続
き
道
路
の
延
長
・

面
積
を
基
準
と
し
て
行
う－

こ
と
と
さ
れ

た
。
な
お
、
暫
定
税
率
分
も
含
め
た
税
率

に
つ
い
て
は
、
今
後
の
税
制
抜
本
改
革
時

に
検
討
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　

土
地
に
係
る
固
定
資
産
税
の
負
担
調
整

措
置
に
つ
い
て
は
、
平
成　

年
度
か
ら
平

２１

成　

年
度
ま
で
の
間
、
現
行
の
負
担
調
整

２３
措
置
、
据
置
年
度
に
お
い
て
も
評
価
額
を

下
落
修
正
で
き
る
特
例
措
置
、
商
業
地
等

に
係
る
条
例
減
額
措
置
を
継
続
す
る
と
と

も
に
、
商
業
地
等
及
び
住
宅
用
地
の
う

ち
、
税
負
担
が
大
幅
に
増
加
す
る
土
地
に

つ
い
て
、
地
方
公
共
団
体
の
条
例
に
よ

り
、
税
額
の
上
昇
を
１
・
１
倍
ま
で
抑
制

で
き
る
新
た
な
条
例
減
額
制
度
を
創
設
す

る
こ
と
と
さ
れ
た
。

　
　

【
地
方
債
計
画
】

　

平
成　

年
度
地
方
債
計
画
は
、
極
め
て

２１

厳
し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
地
方

財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の
措
置
を

講
じ
る
と
と
も
に
、
地
方
公
共
団
体
が
、

地
域
の
活
性
化
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、

生
活
関
連
基
盤
の
整
備
を
計
画
的
に
推
進

で
き
る
よ
う
、
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確

保
を
図
る
こ
と
と
し
て
策
定
し
て
い
る
。

　

制
度
改
正
で
は
、
現
在
の
地
方
公
営
企

業
等
金
融
機
構
を
自
治
体
の
一
般
会
計
に

も
融
通
で
き
る
「
地
方
公
共
団
体
金
融
機

構
」（
仮
称
）
に
改
組
す
る
ほ
か
、
経
営
不

振
の
第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
の
整
理
又
は
再

生
に
伴
う
債
務
処
理
を
円
滑
に
実
施
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
一
般
事
業
債
に
お

い
て
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
を
発

行
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

平
成　

年
度
地
方
債
の
総
額
は　

兆

２１

１４

１
、
８
４
４
億
円
（
同　

・
７
％
、
１
兆

１３

７
、
０
６
８
億
円
増
）、
う
ち
、
普
通
会
計

分　

兆
８
、
３
２
９
億
円
（
同　

・
２
％
、

１１

２３

２
兆
２
、
２
７
４
億
円
増
）、
公
営
企
業
会

計
等
分
２
兆
３
、
５
１
５
億
円
（
同　

・
１８

１
％
、
５
、
２
０
６
億
円
減
）
と
な
っ
て

い
る
。
普
通
会
計
分
で
は
、
通
常
分
４
兆

８
、
１
４
３
億
円
（
同
３
・
８
％
、
１
、

７
７
０
億
円
増
）、
特
別
分
と
し
て
、
臨
時

財
政
対
策
債
５
兆
１
、
４
８
６
億
円
（
同

　

・
７
％
、
２
兆
３
、
１
５
４
億
円
増
）、

８１

財
源
対
策
債
１
兆
２
、
９
０
０
億
円
（
同

　

・
２
％
、
２
、
５
０
０
億
円
減
）、
退
職

１６手
当
債
５
、
７
０
０
億
円
（
同
３
・
４
％
、

２
０
０
億
円
減
）
等
と
な
っ
て
い
る
。

【
平
成　

年
度
主
要
施
策
等
】

２１

・「
定
住
を
支
え
る
地
域
力
の
創
造
」

　

①
「
定
住
自
立
圏
構
想
」
の
推
進
の
た

め
、　

億
４
、
０
０
０
万
円
、
②
人
材
力

７９

の
活
性
化
と
地
域
間
交
流
の
推
進
の
た

め
、
１
億
７
、
０
０
０
万
円
、
③
地
域
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
の
連
携
の
場
の
構
築
の

支
援
、
時
代
に
対
応
し
た
新
た
な
過
疎
対

策
の
検
討
、
地
域
医
療
提
供
体
制
の
確
保

及
び
地
域
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用
の
推

進
な
ど
の
住
民
力
の
涵
養
と
安
心
し
て
暮

ら
せ
る
地
域
づ
く
り
の
た
め
、
２
１
０
億

２
、
０
０
０
万
円
を
計
上
し
た
。

　
　・「

市
町
村
合
併
の
推
進
等
」

　

合
併
市
町
村
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
建
設
計

画
に
沿
っ
て
実
施
す
る
生
活
道
路
整
備
や

電
算
シ
ス
テ
ム
統
合
な
ど
の
事
業
に
対
し

て
補
助
す
る
「
市
町
村
合
併
体
制
整
備
費

補
助
」
と
し
て　

億
５
、
０
０
０
万
円
を

５５

計
上
し
た
。

　
　・「

誰
も
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
利
用
で
き
る
た
め

の
基
盤
整
備
」

　

①
２
０
１
１
年
地
上
デ
ジ
タ
ル
放
送
へ

の
完
全
移
行
に
向
け
て
、
国
民
へ
の
説

明
・
相
談
体
制
等
の
抜
本
的
強
化
、
受
信

機
器
購
入
等
の
支
援
、
送
受
信
環
境
の
整

備
等
の
総
合
対
策
を
実
施
す
る
た
め
、
１

５
２
億
円
を
計
上
し
た
。
②
地
域
の
特
性

に
応
じ
た
情
報
通
信
基
盤
の
整
備
に
取
り

組
む
地
方
公
共
団
体
に
対
し
支
援
を
実
施

す
る
と
と
も
に
、
地
域
公
共
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
整
備
、
携
帯
電
話
エ
リ
ア
整
備
等
に

対
し
補
助
を
実
施
す
る
た
め
に
、
２
１
８

億
９
、
０
０
０
万
円
を
計
上
し
た
。

　
　・「

電
子
政
府
・
電
子
自
治
体
の
推
進
等
」

　

利
用
者
視
点
に
立
っ
た
オ
ン
ラ
イ
ン
利

用
促
進
、
電
子
自
治
体
構
築
の
推
進
な
ど

の
た
め
に
、　

億
８
、
０
０
０
万
円
を
計

６７

上
し
た
。

　
　・「

消
防
と
医
療
の
連
携
に
よ
る
救
急
救

命
体
制
の
充
実
」

　

円
滑
な
救
急
搬
送
・
受
入
医
療
体
制
を

確
保
す
る
た
め
、
消
防
と
医
療
の
連
携
に

よ
る
救
急
救
命
体
制
の
充
実
が
求
め
ら
れ

て
い
る
状
況
に
あ
り
、
市
民
の
救
急
相
談

に
応
じ
る
窓
口
の
設
置
や
消
防
と
医
療
の

協
議
シ
ス
テ
ム
の
構
築
推
進
等
の
た
め

に
、
４
億
７
、
０
０
０
万
円
を
計
上
し
た
。
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平成21年度地方財政対策の概要

Ⅰ　平成21年度の地方財政の姿

①　地方財政計画の規模 　　　82兆5,600億円程度（前年度比△8,500億円程度、△1.0％程度）

②　地方一般歳出 　　　66兆2,200億円程度（　　〃　＋4,600億円程度、＋0.7％程度）

（参考）1兆円の増額に関連する地方一般歳出の増分除き　65兆4,300億円程度

 　　　　　　　　　　　　（前年度比△3,300億円程度、△0.5％程度）

③　一般財源（水準超経費除き）の総額　　57兆8,000億円程度（　　〃　＋3,600億円程度、＋0.6％程度）

④　実質的な地方交付税の総額 　　　20兆9,700億円程度（⑳18兆2,400億円、＋2兆7,300億円、＋15.0％程度）

⑤　地方交付税の総額 　　　15兆8,200億円程度（⑳15兆4,100億円、＋4,100億円、＋2.7％程度）

⑥　財源不足額 　　　10兆4,700億円程度（⑳5兆2,500億円）

（参考）折半対象財源不足額　 　　　５兆5,100億円程度（⑳－）

既定の加算とは「別枠」で地方交付税を１兆円増額

増額分の地方交付税は、「雇用創出」や「地域の元気回復」のための財源

①　地域雇用創出推進費の創設（ ・ の措置）　 5,000億円程度

②　地方財政計画の歳入歳出の見直しを通じた地方財源の充実　 5,000億円程度

Ⅱ　生活防衛のための緊急対策に基づき地方交付税を「１兆円」増額

○　「地域雇用創出推進費」として間伐や学校耐震化をはじめ、地域の知恵を活かした未来につながる事業の推進に必要な歳出

を計上し、地域の雇用を創出

○　「地域雇用創出推進費」は、地方交付税の算定を通じて、特に雇用情勢の厳しい地域に重点的に配分

○　地方財政計画の歳入歳出の見直しを通じた地方財源の充実

・「地域の元気回復」（一般行政経費）  1,500億円程度

・医療・少子化対策の充実（一般行政経費・公営企業繰出金）　 1,500億円程度

※　公立病院に対する財政措置の充実など医療・少子化対策を充実

・金融市場の混乱を踏まえた公債費の償還期限の見直し（公債費）　 2,000億円程度
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Ⅲ　財源不足の補てん

平成21年度における財源不足　 10兆4,700億円程度（⑳5兆2,500億円程度）

　　　うち折半対象財源不足　　　　　　　　　　5兆5,100億円程度（⑳　－　）

○　平成21年度においては、地方交付税を１兆円増額して「雇用創出」や「地域の元気回復」のための財源を確保した上で、

国と地方が折半して財源不足を補てんするルールを適用して、以下のとおり財源不足を補てん

【折半対象前財源不足】　  　４兆9,600億円程度

①　財源対策債の発行　  　１兆2,900億円程度

②　地方交付税の増額による補てん措置　 　１兆2,200億円程度

・⑲国税決算精算分の先送り 　 5,000億円程度

・一般会計における加算措置（既住法定分）　 　　　7,200億円程度

③　臨時財政対策債の発行（既住債の元利償還金分、地方再生対策費分等） 　２兆3,900億円程度

④　減税補てん特例交付金（仮称） 　 500億円　　

※　自動車関係諸税の減税による影響が大きい市町村に対して から まで500億円を交付

※　個人住民税における住宅ローン減税の創設に伴う 以降の減収は、全額減収補てん特例交付金で補てん

【折半対象財源不足】  　５兆5,100億円程度

①　地方交付税の増額等による補てん（臨時財政対策加算＋特別交付金） 　２兆7,600億円程度

②　臨時財政対策債の発行（臨時財政対策加算相当額＋特別交付金相当額） 　２兆7,600億円程度

①　地方交付税の法定率分等  11兆400億円程度

※　交付税特別会計借入金支払利子 △5,700億円程度

※　交付税特別会計剰余金の活用等 2,800億円程度

②　一般会計における加算措置等（既定ルールによる補てん） ３兆7,800億円程度

※　既往法定分（7,200億円程度）、臨時財政対策加算（２兆5,600億円程度）

※　⑲国税決算精算分（5,000億円程度）については、必要な地方交付税総額を確保する観点から全額を から 

に繰り延べ

③　１兆円の増額　    １兆円　　

Ⅳ　地方交付税の増額確保

実質的な地方交付税の総額　20兆9,700億円程度（前年度比　＋２兆7,300億円程度、＋15.0％程度）

 地方交付税　　　15兆8,200億円程度（　　〃　　　　＋4,100億円程度、＋2.7％程度）

 臨時財政対策債　　　　５兆1,500億円程度（　　〃　　＋２兆3,200億円程度、＋81.7％程度）

【参考】実質的な地方交付税総額の推移（兆円）

 ⑳⑲⑱⑰⑯⑮⑭⑬

21.018.217.818.820.121.123.922.821.8実質的な地方交付税

15.815.415.215.916.916.918.119.520.3うち地方交付税

5.12.82.62.93.24.25.93.21.4うち臨時財政対策債
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Ⅴ　地方財源の確保

・地方税・地方譲与税　　　　　　　　37兆6,500億円程度（前年度比　△３兆5,300億円程度）

うち水準超経費相当額　　　　　　　１兆2,800億円程度（前年度比　△１兆1,700億円程度）

・地方交付税　　　　　　　　　　　　15兆8,200億円程度（前年度比　＋4,100億円程度）

・臨時財政対策債　　　　　　　　　　　5兆1,500億円程度（前年度比　＋２兆3,200億円程度）

・その他　　　　　　　　　　　　　　　　4,600億円程度（前年度比　△100億円程度）

一般財源総額　 　　59兆800億円程度（前年度比　△8,100億円程度、△1.3％程度）

一般財源（水準超経費除き）の総額　　　57兆8,000億円程度（　　〃　　＋3,600億円程度、＋0.6％程度）

地方債総額　 　　６兆6,800億円程度（前年度比　△900億円程度、△1.3％程度）

（参考）臨時財政対策債含み　 　　11兆8,300億円程度　（前年度比　＋2兆2,300億円程度、＋23.2％程度）

【通常債】　　　　　　　　　５兆3,900億円程度（前年度比　＋1,600億円程度）

【財源対策債】　　　　　　　１兆2,900億円程度（前年度比　△2,500億円程度）

（参考）　【臨時財政対策債】　５兆1,500億円程度（前年度比　＋２兆3,200億円程度）

Ⅵ　財政健全化の推進

○　社会保障関係の国庫補助事業等の歳出の自然増がある中で、基本方針2006に沿って、引き続き地方歳出の抑制に努めつつ、

地域雇用創出推進費など必要な歳出を計上

【減要因】

・給与関係経費…職員数2.5万人純減、給与構造改革等により△0.4兆円程度

※　別途基礎年金公費負担割合の引上げにより、1,500億円程度の増

・一般行政経費（単独）…対前年度マイナスを維持

・投資的経費（単独）…△３％により、△0.2兆円程度

【増要因】

・一般行政経費（補助）…社会保障関係費を中心に＋0.7兆円程度

・地域雇用創出推進費…＋0.5兆円

（参考）地方再生対策費…前年度同額

基本方針2006に沿って、引き続き地方財政の健全化を推進
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Ⅶ　道路特定財源の一般財源化に伴う措置

①　一般公共事業債の充当率の引上げ

※　現行の充当率45％（財源対策債）を90％（通常債30％、財源対策債60％）に引上げ

②　地方道路等整備事業債の創設

※　臨時地方道整備事業債を見直した上で、通常事業分も対象とする地方道路等整備事業債を創設

（充当率：通常事業分70％、臨時事業分95％）

１　道路特定財源制度の廃止に伴う地方債の見直し

　道路特定財源制度の廃止に伴い、道路特定財源が道路整備費の財源となることを前提とした地方債制度を見直し

２　自動車関係諸税の減税補てん

　市町村が自動車関係諸税の減税の影響を大きく受けることを踏まえ、減収の一部を減税補てん特例交付金（仮称）で補てん

※　 から まで各年度500億円を市町村に交付

Ⅷ　地方公共団体金融機構（仮称）の創設

○　地方公共団体の資金ニーズへの適時・適切な対応が可能となるよう、貸付対象に一般会計を含めることとし、平成21年度

においては、新たに合併特例、防災対策、地域活性化事業を対象

○　平成21年度に急増する臨時財政対策債について、長期の資金調達が困難な市町村分を中心に5,000億円程度の機構資金を貸

付

「生活対策」に盛り込まれた「地方共同の金融機構」として地方公共団体金融機構（仮称）を創設（地方公営企業等金融機構

を改組）

Ⅸ　平成20年度補正対策

国税５税の減額補正に伴う地方交付税の減少　　　　　　△２兆2,700億円程度

国の一般会計からの加算　　　　　　　　　　　　　　　＋２兆2,700億円程度

【国負担分】臨時財政対策加算　　　　　　　　　　＋１兆　300億円程度

【地方負担分】臨時財政対策債振替加算　　　　　　＋１兆2,400億円程度

※　臨時財政対策債振替加算に相当する額については から までの交付税総額から減額

国税の減額補正に伴う地方交付税総額の減少（△２兆2,700億円程度）については、国の一般会計からの加算により全額を補てん

国と地方が折半して補てんするルールを踏まえて、後年度その一部を精算
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主な地方財政指標

一般財源総額

59.1兆円程度（平⑳＝59.9兆円、△1.3％程度）

（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、臨時財政対策債、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

65.3％程度（平⑳＝68.4％）

（注）この場合の一般財源とは、地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金等の計である

一般財源比率

14.3％程度（平⑳＝11.5％）

［臨時財政対策債を含む］

地方債依存度

197兆円程度（平⑳末見込み＝197兆円）

地方の借入金残高（平 末見込み）

33.6兆円程度（平⑳末見込み＝33.6兆円）

交付税特別会計借入金残高（平 末見込み）

○「生活防衛のための緊急対策」を踏まえ、地方交付税を１兆円増額加算

○　地方財政計画の歳出を見直して同時に１兆円増額し、地方一般財源を充実・確保

【地方交付税総額】　 14.8兆円　→　15.8兆円

【地方歳出総額】　 81.6兆円　→　82.6兆円

【地方一般歳出】　 65.4兆円　→　66.2兆円

地域雇用創出推進費　  　5,000億円

その他（地域活性化、少子化対策、公立病院、公債費） 　5,000億円

【国の一般会計加算等】　 　3.8兆円　→　　　4.8兆円

地方交付税「１兆円」増額

H21H20H19H18H17H16H15H14H13年度
81.381.080.881.782.884.085.786.888.5歳出合計（水準超経費を除く）
0.30.2▲0.9▲1.1▲1.2▲1.8▲1.0▲1.70.3増減
66.265.865.766.567.368.169.771.173.6地方一般歳出
0.50.0▲0.7▲0.8▲0.8▲1.6▲1.4▲2.4▲0.4増減
15.815.415.215.916.916.918.119.520.3地方交付税
0.40.2▲0.7▲1.00.0▲1.2▲1.5▲0.8▲1.1増減
21.018.217.818.820.121.123.922.821.8実質的な地方交付税
2.70.4▲1.0▲1.3▲1.0▲2.91.21.00.4増減

（単位：兆円）

※地方財政計画ベース

〈地方の歳出・地方交付税の推移〉
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地方交付税「１兆円」増額のイメージ

地域雇用創出推進費
0.5兆円

その他
0.5兆円

所要一般財源

（歳出－特定財源）

所要一般財源

（歳出－特定財源）

地方税等

臨時財政対策債

地方交付税
１４.８兆円

地方税等

臨時財政対策債

地方交付税
１５.８兆円

「１兆円」

『「
平
成
の
合
併
」を
め
ぐ
る
実
態
と
評
価
』を
公
表

『「
平
成
の
合
併
」を
め
ぐ
る
実
態
と
評
価
』を
公
表

道
州
制
と
町
村
に
関
す
る
研
究
会
・
全
国
町
村
会

『「
平
成
の
合
併
」を
め
ぐ
る
実
態
と
評
価
』を
公
表

道
州
制
と
町
村
に
関
す
る
研
究
会
・
全
国
町
村
会

　

全
国
町
村
会
（
会
長
・
山
本
文
男
福
岡
県

添
田
町
長
）
の
「
道
州
制
と
町
村
に
関
す
る

研
究
会
」（
座
長
・
大
森　

彌
東
京
大
学
名
誉

教
授
）
は
、
こ
の
た
び
『「
平
成
の
合
併
」
を

め
ぐ
る
実
態
と
評
価
』
を
公
表
し
ま
し
た
。

　

い
わ
ゆ
る
「
平
成
の
合
併
」
に
よ
り
、
全

国
の
町
村
は
２
、
５
６
２
（
平
成　

年
３
月
）

１１

か
ら
お
よ
そ
１
、
０
０
０
に
ま
で
減
少
し
ま

し
た
。
こ
の
「
平
成
の
合
併
」
が
地
域
社
会

に
与
え
た
影
響
は
大
き
く
、
合
併
が
も
た
ら

し
た
効
果
や
弊
害
に
つ
い
て
様
々
な
議
論
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
が
、
現
場
の
実
態
を
踏
ま

え
た
検
証
は
、
い
ま
だ
不
十
分
な
状
況
に
あ

る
と
い
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、「
道
州
制

と
町
村
に
関
す
る
研
究
会
」
で
は
、
合
併
し

た
自
治
体
、
合
併
し
て
い
な
い
自
治
体
あ
わ

せ
て　

の
市
町
村
で
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
を
行

１７

い
、
そ
の
結
果
を
報
告
書
に
と
り
ま
と
め
ま

し
た
。

　

報
告
書
の
第
Ⅰ
部
「
ヒ
ア
リ
ン
グ
調
査
に

お
け
る
現
場
の
声
」
で
は
、
首
長
、
元
首
長
、

自
治
体
職
員
、
議
会
関
係
者
、
地
域
づ
く
り

に
携
わ
る
Ｎ
Ｐ
Ｏ
関
係
者
な
ど
を
対
象
に

行
っ
た
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
内
容
を
収
録
し
、
第

Ⅱ
部
「「
平
成
の
合
併
」
を
め
ぐ
る
検
証
」
で

は
、
合
併
が
地
域
に
も
た
ら
し
た
効
果
と
弊

害
、
合
併
を
選
択
し
な
か
っ
た
町
村
の
可
能

性
や
今
後
の
課
題
に
も
言
及
し
て
い
ま
す
。

な
お
内
容
の
全
文
は
全
国
町
村
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
か
ら
も
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

　

将
来
の
地
方
自
治
の
あ
り
方
を
検
討
す
る

際
に
は
、
合
併
を
経
た
地
域
の
状
況
や
個
々

の
市
町
村
の
取
り
組
み
を
把
握
す
る
こ
と

が
、
何
よ
り
も
重
要
で
す
。
是
非
と
も
ご
一

読
い
た
だ
き
、「
平
成
の
合
併
」
の
実
態
に
つ

い
て
ご
一
考
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。

【 
連 
絡 
先 
】

全
国
町
村
会　

行
政
部

電　

話　

０
３－

３
５
８
１－

０
４
８
３

Ｆ
Ａ
Ｘ　

０
３－

３
５
８
０－

５
９
５
５

http://w
w
w
.zck.or.jp

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ　
        
 
 
          



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

１３

平成21年度地方財政収支見通しの概要

備　　　考増減率
（見込）平成20年度平成21年度

（見込）項　　　　目

１　交付税特別会計借入金
　・平成21年度末見込み約33.6兆円

２　地方の借入金残高
　・平成21年度末見込み約197兆円

▲　10.6％404,703億円361,860億円地 方 税

歳　
　
　
　
　
　
　
　

入

108.0％7,027億円14,618億円地 方 譲 与 税

▲　2.4％4,735億円4,620億円地方特例交付金等

2.7％154,061億円158,202億円地 方 交 付 税

23.2％96,055億円118,329億円地 方 債

81.7％28,332億円51,486億円うち臨時財政対策債

約▲1.0％834,014億円約825,600億円歳 入 合 計

▲1.3％598,858億円590,786億円「 一 般 財 源 」

約▲0.4％222,071億円約221,300億円給 与 関 係 経 費

歳　
　
　
　
　
　
　
　

出

※　基礎年金公費負担割合引き上げ分
（1,500億円程度）を含む。約▲0.3％198,206億円約197,600億円退 職 手 当 以 外

約▲1.0％23,865億円約23,600億円退 職 手 当

一 般 行 政 経 費

約▲0.1％138,410億円約138,300億円う ち 単 独 分

0.0％4,000億円4,000億円地 方 再 生 対 策 費

皆増―　億円5,000億円地域雇用創出推進費

約▲0.6％133,796億円約133,000億円公 債 費

投 資 的 経 費

約▲3.0％83,307億円約80,800億円う ち 単 独 分

約1.0％26,352億円約26,600億円公 営 企 業 繰 出 金

約▲2.6％18,092億円約17,600億円うち企業債償還費
普通会計負担分

約▲47.8％24,500億円約12,800億円水 準 超 経 費

約▲1.0％834,014億円約825,600億円歳 出 合 計

約▲1.6％834,014億円約820,600億円（地域雇用創出推進費を除く）

約0.7％657,626億円約662,200億円地 方 一 般 歳 出

約▲0.1％657,626億円約657,200億円（地域雇用創出推進費を除く）

平成20年12月24日現在

（注）　本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

〔　　　　　〕〔　　　　　　〕〔　　　　　　　〕

〔　　　　　　〕〔　　　　　　　〕 〔　　　　　〕



政 策

１４町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

（単位：％）（参　考）

（対　前　年　度　伸　び　率）
年　　度

地方交付税地方税地方一般歳出地方財政計画

　29.7　23.5　25.5　24.1昭和50年度

　17.1△　0.0　16.2　17.251

　10.0　18.1　13.7　14.252

　23.4　10.4　18.7　19.153

　　9.2　11.6　12.6　13.054

　　5.0　16.5　　6.0　　7.355

　　7.9　13.4　　5.5　　7.056

　　7.0　11.7　　4.5　　5.657

△　4.9△　0.1　　0.2　　0.958

△　3.9　　6.8　　0.3　　1.759

　10.9　10.6　　3.5　　4.660

　　4.0　　6.9　　4.3　　4.661

　　0.6　　0.6　　2.9　　2.962

　　7.5　　9.4　　5.7　　6.363

　17.3　　8.1　　7.1　　8.6平成元年度

　10.3　　7.5　　6.7　　7.0２

　　7.9　　6.1　　7.4　　5.6３

　　5.7　　4.1　　5.9　　4.9４

△　1.6　　1.6　　4.4　　2.8５

　　0.4△　5.7　　4.6　　3.6６

　　4.2　　3.6　　3.6　　4.3７

　　4.3　　0.1　　2.3　　3.4８

　　1.7　　9.6　　0.9　　2.1９

　　2.3　　3.9△　1.6　　0.010

　19.1△　8.3　　1.8　　1.611

　　2.6△　0.7△　0.9　　0.512

△　5.0　　1.5△　0.6　　0.413

△　4.0△　3.7△　3.3△　1.914

△　7.5△　6.1△　2.0△　1.515

△　6.5　　0.5△　2.3△　1.816

　　0.1　　3.1△　1.2△　1.117

［△　1.7］［△　1.5］

△　5.9△　1.2△　0.718

［△　2.0］［△　1.3］

△　4.4　15.7△　1.1△　0.019

　　（6.5）

　　1.3　　0.2　　0.0　　0.320

＜△　0.6＞＜△　0.2＞

　　2.7△　10.6　　0.7△　1.021

　《△0.1》　《△1.6》

（注１）［ ］内は、国保調整交付金、児童手当拡充分等を除いた場合である。
（注２）（ ）内は、税源移譲分を除いた伸率（平成１８年度の地方税に所得譲

与税を含めて伸率を算出）である。
（注３）〈 〉内は、地域再生対策費を除いた場合である。
（注４）《 》内は、地域雇用創出推進費を除いた場合である。

地方財政計画の伸び率等の推移



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

１５

◎　個人住民税における住宅ローン特別控除の創設

平成21年度地方税制改正（案）について

○　対象者   所得税の住宅ローン控除の適用者
（平成21年から平成25年までの入居者）

○　控除額   所得税から控除しきれなかった住宅ローン控除額について、
所得税における税額控除額と同額（最高9.75万円）を限度に控除

※市町村に対する申告は不要 （給与支払報告書等について、所要の改正）
※減収額は、全額国費で補てん

１　住宅・土地税制

◎　不動産取得税における特例措置 （平成21年度～平成23年度）

○　住宅及び土地に係る税率の特例措置（４％→３％）を３年延長
○　宅地評価土地（住宅用地・商業地等）に係る課税標準の特例措置（２分の１）を３年延長

◎　固定資産税（土地）の負担調整措置 （平成21年度～平成23年度）

○　現行の負担調整措置を継続
・負担水準（評価額に対する前年度課税標準額の割合）が一定割合以上の土地については、前年度課税標準額を
引下げ又は据置
・負担水準が一定割合未満の土地については、前年度課税標準額に評価額の５％を加算

○　据置年度においても評価額を下落修正できる特例措置を継続
○　商業地等に係る条例減額制度を継続
○　新たな条例減額制度の創設 
・商業地等及び住宅用地のうち、税負担が大幅に増加する土地について、地方公共団体の条例により、税額の上
昇を1.1倍まで抑制できる制度を創設

◎　道路特定財源の一般財源化

○　自動車取得税及び軽油引取税を目的税から普通税に改め、使途制限を廃止
○　地方道路譲与税の名称を地方揮発油譲与税（仮称）に改め、石油ガス譲与税及び自動車重量譲与税とともに使途
制限を廃止 

○　譲与税の譲与・交付金の交付は、引き続き道路の延長・面積を基準
○　軽油引取税の課税免除措置については、３年間存続
※　暫定税率分も含めた税率については、今後の税制抜本改革時に検討

２　道路特定財源関係

◎　自動車取得税の時限的負担軽減措置 （平成21年度～平成23年度）

○　低燃費車・低公害車等（新車）について、時限的な税率軽減措置を導入（３年間）
電気自動車・ハイブリッド自動車等  …　免　　除
☆☆☆☆　かつ　平成２２年度燃費基準＋２５％達成車  …　７５％軽減
☆☆☆☆　かつ　平成２２年度燃費基準＋１５％達成車  …　５０％軽減
重量車（平成２１年排出ガス規制適合　かつ　平成２７年度燃費基準達成）  …　７５％軽減
重量車（平成１７年排出ガス基準１０％低減達成　かつ　平成２７年度燃費基準達成） …　５０％軽減
　（注）「☆☆☆☆」は、平成１７年排出ガス基準７５％低減達成車

◎　配当・譲渡益に対する軽減税率 （平成21年１月１日～平成23年12月31日）

○　上場株式等の配当・譲渡益に対する軽減税率（10％ / 所得税７％、住民税３％）を３年延長

３　金融証券税制

◎　確定拠出年金の見直し

○　企業型確定拠出年金に導入されるマッチング拠出の掛金の全額を所得控除の対象とするとともに、拠出限度額を
引上げ

�
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�
�
�

�
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�
�
�



政 策

１６町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

平成21年度地方債計画について

１　策定方針

　平成21年度地方債計画は、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、

地方公共団体が、地域の活性化に積極的に取り組むとともに、生活関連基盤の整備を計画的に推進できるよう、所要の地方債

資金の確保を図ることとして策定している。

　併せて、地方公共団体の資金ニーズへの適時・適切な対応が可能となるよう、地方公共団体金融機構（仮称）を創設（地方

公営企業等金融機構の改組）し、一般会計についても貸付対象とすることとしている。

（単位：億円、％）

２　概　　況

　上記の方針に基づいて策定した結果、平成21年度の地方債の総額は下表のとおり14兆1,844億円となり、前年度に比べて1兆

7,068億円、13.7％の増となっている。

　このうち、普通会計分は11兆8,329億円で、前年度に比べて2兆2,274億円、23.2％の増となっている。

　また、公営企業会計等分は2兆3,515億円で、前年度に比べて5,206億円、18.1％の減となっている。

増減率
(C)／(B)×100

増減額
(A)－(B)　(C)

平成20年度
(B)

平成21年度
(A)区　　　　　　　分

23.222,27496,055118,329普 通 会 計 分

3.81,77046,37348,143通 常 分

41.320,50449,68270,186特 別 分

81.723,15428,33251,486臨 時 財 政 対 策 債

△16.2△2,50015,40012,900財 源 対 策 債

△　3.4△　2005,9005,700退 職 手 当 債

100.05050100調 整

△18.1△5,20628,72123,515公 営 企 業 会 計 等 分

13.717,068124,776141,844総 計

△　4.6△3,43675,09471,658通 常 分

41.320,50449,68270,186特 別 分

（注）公営企業会計等分はすべて通常分である。



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

１７

３　地方債計画の特色

�　公債費負担軽減対策

　平成21年度までの3年間で、徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企業経営健全化計画を策定

し、行政改革・経営改革を行う地方公共団体を対象に、5兆円程度の公的資金（平成21年度においては旧資金運用部資金及び

旧簡易生命保険資金）の補償金免除繰上償還を行うこととしており、その財源として必要に応じ民間等資金による借換債を

発行できることとしている。

�　臨時財政対策債の発行

　地方財源の不足に対処するため、地方財政法第5条の特例として臨時財政対策債5兆1,486億円を計上している。

�　地方道路等整備事業債の創設等

　道路特定財源の一般財源化に伴い、臨時地方道整備事業債を見直した上で地方道路等整備事業債を創設している。

　併せて、臨時河川等整備事業債及び臨時高等学校整備事業債について、一般事業債に移し替えている。

�　行政改革の促進に寄与する地方債の発行

①　退職手当債

　団塊の世代の大量定年退職等に伴う退職手当の大幅な増加に対処するため、将来の人件費の削減に取り組む地方公共

団体を対象に、退職手当債5,700億円を計上している。

②　行政改革推進債

　集中改革プラン等に基づき数値目標を設定・公表して計画的に行政改革を推進し財政の健全化に取り組む団体が、必

要な公共施設の整備等を円滑に実施することができるよう、当該事業に係る通常の地方債に加え、行政改革推進債を充

当することができることとし、3,200億円を計上している。

�　合併特例事業の推進

　「市町村の合併の特例に関する法律（合併旧法）」及び「市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）」に基づく市町

村合併を支援するため、合併市町村が公共施設の整備等を計画的に実施できるよう、9,500億円を計上している。

�　第三セクター等改革推進債の創設

　第三セクター等の整備又は再生に伴う債務処理を円滑に実施することができるよう、一般事業債において第三セクター等

改革推進債を発行できることとしている。

�　地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

　上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏

まえ、所要額を計上している。

�　その他

①　調整

　国庫補助負担金の一般財源化及び自動車関係諸税の減税に伴う影響額に係る不交付団体への資金手当分並びに地方法

人特別税等による減収に係る資金手当分を計上している。

②　再生振替特例債の創設

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく財政再生団体が、収支不足額を地方債に振り替えることによっ

て、当該収支不足額を財政再生計画の期間内に計画的に解消するため、再生振替特例債を発行できることとしている。
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４　地方債資金の確保

�　地方公共団体金融機構資金（仮称）の創設

　地方公共団体金融機構資金を創設し、一般会計事業についても貸付対象とするとともに、地方公共団体のニーズを踏まえ、

貸付対象、貸付期間、利率設定方式等について柔軟に対処することとしている。

　平成21年度の地方公共団体金融機構資金については、

①　地方公共団体が自主的・主体的に実施する一般単独事業債について、従来分に加え、新たに、合併特例事業債、防災

対策事業債及び地域活性化事業債を対象とし、5,121億円を計上している。

②　臨時財政対策債の急増に対処するため、長期の資金調達が困難な市町村分を中心に5,000億円を計上している。

�　公的資金

　公的資金については、臨時財政対策債の急増に対処するため、地方公共団体金融機構資金を5,000億円増額するとともに、

財政融資資金を6,946億円増額することにより、5兆7,670億円を確保している。

�　民間等資金

　民間等資金については、その円滑な調達を図るため、市場公募団体の拡大や共同発行市場公募地方債等の発行を引き続き

推進することとし、市場公募地方債3兆6,700億円（対前年度2,700億円、7.9％増）を計上している。

増減率差　　引平成20年度計画額平成21年度計画額
区　　　分 (C)/(B)

×100
(A)－(B)

(C)構成比(B)構成比(A)

26.111,940　36.6　45,730　40.7　57,670公 的 資 金

21.4　6,940　26.0　32,400　27.7　39,340財 政 融 資 資 金

37.5　5,000　10.7　13,330　12.9　18,330地方公共団体金融機構資金（仮称）

（△14.5）　　（△　308）　　　　－　（　2,127）　　　－　（　1,819）（国の予算等貸付金）

　6.5　5,128　63.4　79,046　59.3　84,174民 間 等 資 金

　7.9　2,700　27.2　34,000　25.9　36,700市 場 公 募

　5.4　2,428　36.1　45,046　33.5　47,474銀 行 等 引 受

13.717,068100.0124,776100.0141,844合計

（単位：億円、％）

（注）１　市場公募地方債については、借換債を含め6兆7,800億円（前年度比7,500億円、12.5％増）を
予定している。

２　国の予算等貸付金の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金など国の予算等に
基づく貸付金を財源とするものであって合計には含めていない。
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１９

（単位：億円、％）
平成21年度地方債計画

増減率差引平成20年度平成21年度
項　　　　　　　　目

(C)/(B)×100(A)－(B)　(C)計画額(B)計画額(A)

一 一 般 会 計 債

△　　3.6△　68818,87418,1861　 一 般 公 共 事 業

△　　4.4△　　711,6031,5322　 公 営 住 宅 建 設 事 業

△　　7.7△　　314033723　 災 害 復 旧 事 業

△　　4.3△　2676,2415,9744　 教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

△　　3.5△　　701,9931,923� 学 校 教 育 施 設 等

△　　4.9△　　15306291� 社 会 福 祉 施 設

△　　9.2△　1261,3691,243� 一 般 廃 棄 物 処 理

△　　3.0△　　561,8731,817� 一 般 補 助 施 設 等

0.00700700� 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

6.81,71625,34127,0575　 一 般 単 独 事 業

4.22175,1115,328�  一 般

△　　3.0△　　26870844� 地 域 活 性 化

△　　3.0△　　381,2601,222� 防 災 対 策

0.009,5009,500� 合 併 特 例

18.21,5638,60010,163� 地 方 道 路 等

△　　3.0△　　973,2133,1166　 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

△　　3.0△　　15493478�　辺　　　　地　　　　対　　　　策

△　　3.0△　　822,7202,638�　過　　　　疎　　　　対　　　　策

△　　4.6△　　296366077　 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

△　27.3△1,2004,4003,2008　 行 政 改 革 推 進

100.050501009　 調 整

△　　1.0△　61760,76160,144計

二 公 営 企 業 債

△　16.3△　6934,2633,5701　 水 道 事 業

11.6302592892　 工 業 用 水 道 事 業

△　　8.4△　2342,7982,5643　 交 通 事 業

△　10.0△　　　440364　 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

△　　1.1△　　　65565505　 港 湾 整 備 事 業

△　16.4△　4732,8872,4146　 病院事業・介護サービス事業

△　71.4△　3204481287　 市 場 事 業 ・ と 蓄 場 事 業

△　　8.7△　1281,4671,3398　 地 域 開 発 事 業

△　10.0△1,50014,99413,4949　 下 水 道 事 業

83.1597113010　 観 光 そ の 他 事 業

△　11.8△3,26927,78324,514計

△　　4.4△3,88688,54484,658合　 　 　 　 　 　 計
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増減率差引平成20年度平成21年度
項　　　　　　　　目

(C)/(B)×100(A)－(B)　(C)計画額(B)計画額(A)

皆減　　△　2,000　2,000　－　三 公 営 企 業 借 換 債

81.7　23,154　28,332　51,486　四 臨 時 財 政 対 策 債

△　　3.4　△　　200　5,900　5,700　五 退 職 手 当 債

（　△　14.5）（△　　308）（　2,127）（　1,819）六 国 の 予 算 等 貸 付 金 債

（　△　14.5）（△　　308）（　2,127）（　1,819）
総　　　　　　　　計

13.7　17,068　124,776　141,844　

23.2　22,274　96,055　118,329　普 通 会 計 分内
訳 △　18.1　△　5,206　28,721　23,515　公 営 企 業 会 計 等 分

資　金　区　分

26.1　11,940　45,730　57,670　公 的 資 金

21.4　6,940　32,400　39,340　財 政 融 資 資 金

37.5　5,000　13,330　18,330　地方公共団体金融機構資金（仮称）

（　△　14.5）（△　　308）（　2,127）（　1,819）（ 国 の 予 算 等 貸 付 金 ）

6.5　5,128　79,046　84,174　民 間 等 資 金

7.9　2,700　34,000　36,700　市 場 公 募

5.4　2,428　45,046　47,474　銀 行 等 引 受

（備　考）
１　地方道路等は、道路特定財源の一般財源化に伴い創設するものであり、平成２０年度計画額は、臨時地方
道に係る額である。
２　行政改革推進は、平成２０年度の行政改革等推進のうちの地域再生事業に係るものを廃止している。
３　臨時河川等及び臨時高等学校は、一般に移し替えている。
４　介護サービス施設整備事業は、病院事業・介護サービス事業に移し替えている。
５　公営企業借換債は、補償金免除繰上償還と併せて平成１９年度及び平成２０年度に前倒し実施されたことか
ら、平成２１年度においては計上していない。
６　国の予算等貸付金債の（　）書は、地方道路整備臨時貸付金、災害援護資金などの国の予算等に基づく
貸付金を財源とするものであって外書である。
７　地方公共団体金融機構資金（仮称）の平成２０年度計画額は、地方公営企業等金融機構資金及び公営企業
金融公庫資金の合算額である。

（単位：億円、％）

その他同意（許可）の見込まれる項目

１　旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金の補償金免除繰上償還の財源として発行する借換債

２　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

３　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補てん債

４　財政再生団体が発行する再生振替特例債
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政 策

２１

地方公共団体金融機構（仮称）の創設について

　「生活対策」に盛り込まれた地方公共団体支援策の一つである「地方自治体（一般会計）に長期・低利の資金を融通でき

る、地方共同の金融機構の創設」について、地方公営企業等金融機構（以下「現機構」という。）を改組することによりそ

の実現を図る。

１．一般会計への長期・低利の資金の貸付け

　現機構の業務を見直し、貸付対象に一般会計を含めることにより、地方公共団体の資金ニーズに適時・適切に対応でき

るものとする。

　これに伴い、現機構の名称を地方公共団体金融機構（仮称）に改める。

①　今回の見直しに際し、国及び地方公共団体に対して、新たな出資・政府保証は求めない。

②　地方公共団体のニーズを踏まえ、貸付対象、貸付期間、利率設定方式等について柔軟に対処する。

③　内外の金融秩序の混乱、経済事情の変動等に伴う地方財源不足の対処のため発行する地方債の資金調達について、弾

力的に補完できる仕組みとする。

２．平成21年度の貸付け

�　一般会計

　地方公共団体が自主的・主体的に実施する一般単独事業について、平成20年度までの貸付対象である臨時３事業（地

方道・河川・高等学校）見合い分等に加え、合併特例、防災対策、地域活性化事業を対象とし、５千億円程度を貸付け

�　公営企業会計

　平成21年度の事業量を勘案し、８千億円程度を貸付け

�　臨時財政対策債への対応

　臨時財政対策債の急増に対処し、長期の資金調達が困難な市町村分を中心に、5千億円を貸付け

第三セクター等改革推進債の創設について

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成19年法律第94号）が全面的に施行されることも踏まえ、第三セクター、

地方公社及び公営企業（以下「第三セクター等」という。）の抜本的改革について、先送りをすることなく早期に取り組み、

将来的な財政負担の明確化と計画的な削減に取り組むことが求められている。

　このため、「経済財政改革の基本方針2008」（平成20年6月27日閣議決定）、「債務調整等に関する調査研究会」の議論等を踏ま

え、地方公共団体による存廃を含めた抜本的改革を集中的に推進するため、第三セクター等の整理又は再生に伴う債務処理を

円滑に実施することができるよう、「第三セクター等改革推進債」を発行できることとする。

１．対象となる経費

　第三セクター等の整理又は再生を実施する上で債務処理のために特に必要となる経費

・第三セクター及び地方住宅供給公社の法的整理等に伴い実行される損失補償に要する経費

・土地開発公社及び地方道路公社の解散又は一部事業廃止に伴い実行される債務保証等に要する経費

・公営企業の廃止に要する経費

２．対象年度

　５年間の時限措置（平成21年度～25年度）

３．利子分に係る財政措置

　発行に係る地方公共団体の利子負担額については、必要に応じて特別交付税措置の対象とする。

４．その他

　地方財政法の附則に地方債の特例規定を置くための改正を行う。
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⑦
安

心
出
産
育
児
支
援
補
助
金
（
仮
称
）　

億
１６

円
、
⑧
介
護
納
付
金
負
担
金
が
２
、
０
０

５
億
円
、
⑨
介
護
納
付
金
財
政
調
整
交
付

金
が
５
３
０
億
円
、
⑩
特
定
健
康
診
査
・

保
健
指
導
負
担
金
が
２
９
７
億
円
、
⑪
療

養
病
床
転
換
支
援
事
業
費
支
援
金
負
担
金

が
３
億
円
、
⑫
療
養
病
床
転
換
支
援
事
業

費
支
援
金
財
政
調
整
交
付
金
が
０
・
８
億

円
、－

等
と
な
っ
て
い
る
。

【
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
関
係
】

　

平
成　

年
度
よ
り
制
度
施
行
さ
れ
た
後

２０

期
高
齢
者
医
療
制
度
の
関
係
予
算
は
、
３

兆
６
、
６
４
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
①
後
期
高
齢
者
医
療
給
付
費

負
担
金
が
２
兆
７
、
３
７
２
億
円
、
②
後

期
高
齢
者
医
療
財
政
調
整
交
付
金
が
９
、

０
０
８
億
円
、
③
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

事
業
費
補
助
金
が　

億
円
、
④
後
期
高
齢

５２

者
医
療
制
度
関
係
業
務
事
業
費
補
助
金　
１７

億
円
、
⑤
高
齢
者
医
療
円
滑
化
等
補
助
金

（
仮
称
）
１
８
９
億
円－

等
と
な
っ
て
い

る
。

【
老
人
保
健
福
祉
関
係
】

　

老
人
保
健
福
祉
関
係
予
算
は
、
２
・
８

％
増
の
２
兆
９
７
２
億
円
（
前
年
度
予
算

比
５
７
５
億
円
増
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

こ
の
う
ち
介
護
給
付
に
対
す
る
国
の
負

担
等
は
、
１
兆
９
、
６
３
８
億
円
（
６
４

１
億
円　

３
・
４
％
増
）
が
計
上
さ
れ
、

主
な
内
訳
は
介
護
給
付
費
負
担
が
１
兆

２
、
３
８
４
億
円
（
５
３
７
億
円　

４
・

５
％
増
）、
調
整
交
付
金
が
３
、
４
８
０
億

円
（
１
５
２
億
円　

４
・
６
％
増
）、
財
政

安
定
化
基
金
が
６
億
円
（　

億
円　
　

・

３５

８５

４
％
減
）
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
地
域
支
援
事
業
（
要
支
援
・
要

介
護
状
態
に
な
る
前
か
ら
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス
を
提
供
し
、
効
果
的
な
介
護
予
防
シ

���

���

平成21年度 関係省庁予算平成21年度 関係省庁予算

厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省厚 生 労 働 省
社会保障関係予算・施策の概要社会保障関係予算・施策の概要社会保障関係予算・施策の概要

特 集特 集特 集特 集特 集



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

２３

ス
テ
ム
を
確
立
す
る
と
と
も
に
地
域
の
総

合
相
談
、
権
利
擁
護
事
業
等
の
実
施
。）
に

は
、
７
４
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

地
域
に
お
け
る
介
護
基
盤
の
整
備
に
は

４
０
７
億
円
計
上
さ
れ
、
内
訳
は
、
地
域

密
着
型
サ
ー
ビ
ス
を
中
心
と
す
る
市
町
村

の
基
盤
整
備
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
介

護
療
養
病
床
の
転
換
を
含
め
た
地
域
ケ
ア

体
制
の
計
画
的
な
整
備
を
支
援
す
る
地
域

介
護
・
福
祉
空
間
整
備
交
付
金
（
ハ
ー
ド

交
付
金
）に
３
８
７
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
実
効
的

な
整
備
を
図
る
た
め
、
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
等
の
導
入
に
必
要
な
整
備
や
シ
ス
テ

ム
に
要
す
る
経
費
な
ど
に
対
し
、
助
成
を

行
う
地
域
介
護
・
福
祉
空
間
整
備
推
進
交

付
金
（
ソ
フ
ト
交
付
金
）
に　

億
円
計
上

２０

さ
れ
た
。

　

な
お
、
平
成　

年
４
月
か
ら
プ
ラ
ス

２１

３
・
０
％
の
介
護
報
酬
改
定
を
行
う
が
、

平
成　

年
度
第
２
次
補
正
予
算
案
に
お
い

２０

て
、
介
護
保
険
料
の
急
激
な
上
昇
を
抑
制

す
る
と
し
て
、
改
定
に
よ
る
平
成　

年
度

２１

の
上
昇
分
の
全
額
及
び
平
成　

年
度
の
上

２２

昇
分
の
半
額
に
つ
い
て
、
被
保
険
者
の
負

担
を
国
費
に
よ
り
軽
減
す
る
た
め
１
、
１

５
４
億
円
計
上
さ
れ
て
い
る
。

【
児
童
家
庭
関
係
】

　

我
が
国
に
お
い
て
は
、
少
子
化
や
人
口

減
少
が
進
ん
で
お
り
、
経
済
産
業
や
社
会

保
障
の
問
題
に
と
ど
ま
ら
ず
、
国
や
社
会

の
存
立
基
盤
に
か
か
わ
る
問
題
と
な
っ
て

い
る
。
こ
の
た
め
、「
子
ど
も
・
子
育
て
応

援
プ
ラ
ン
」（
平
成　

年　

月
）、「
新
し
い

１６

１２

少
子
化
対
策
に
つ
い
て
」（
平
成　

年
６

１８

月
）
に
基
づ
く
施
策
の
着
実
な
推
進
を
図

る
と
と
も
に
、
平
成　

年　

月
に
決
定
さ

１９

１２

れ
た「
子
ど
も
と
家
族
を
応
援
す
る
日
本
」

重
点
戦
略
を
受
け
、「
新
待
機
児
童
ゼ
ロ

作
戦
」（
集
中
重
点
期
間
平
成　

〜　

年

２０

２２

度
）、「
５
つ
の
安
心
プ
ラ
ン
」
の
一
つ
で

あ
る
「
未
来
を
担
う
「
子
ど
も
た
ち
」
を

守
り
育
て
る
社
会
」
等
を
踏
ま
え
た
少
子

化
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ
と
と
し

て
い
る
。

　

平
成　

年
度
児
童
家
庭
関
係
予
算
は
対

２１

前
年
度
比
２
・
０
％
増
の
９
、
８
１
５
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
を
み
る
と
、
①

地
域
の
子
育
て
支
援
の
推
進
と
し
て
６
、

８
７
７
億
円
、
②
児
童
虐
待
へ
の
対
応
な

ど
要
保
護
児
童
対
策
等
の
充
実
と
し
て
９

２
６
億
円
、
③
母
子
家
庭
等
自
立
支
援
対

策
の
推
進
と
し
て
１
、
７
４
３
億
円
、
④

母
子
保
健
医
療
の
充
実
と
し
て
１
９
３
億

円
、
⑤
仕
事
と
家
庭
の
両
立
支
援
と
し
て

９
９
億
円－

等
が
計
上
さ
れ
た
。

Check　Sheet　　No１

環境整備
①一斉定時退庁日を設けていますか？

②幹部職員は率先して退庁をしていますか？

③早出・遅出勤務の活用をしていますか？

Check　Sheet　　No２

業務改善
①日ごろの事務に無駄はありませんか？

②同じような事業が増えていませんか？

③業務改善努力を評価していますか？

総 務 省

～時間外勤務縮減のためのチェックシート～

心身ともに健康で活力ある職場づくりの実現を！

縮 減 ！ 時 間 外 勤 務



政 策

２４町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

厚　生　労　働　省　関　係　予　算

備　　　　　考
対前年度
比較増減

平成21年度
予　算　案

平成20年度
予　算　額

事　　　　　項

億円億円億円

13.7％増30,346251,568221,223一　般　会　計

1.国民健康保険関係予算

摘　　　　　要
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

3,127,306,202市町村の国民健康保険助成に必要な経費

2,843,517,286１．医療保険給付諸費

1,676,697,871�国民健康保険療養給付費等負担金

・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲9,478.3億円1,582,832,070・療養給付費負担金

・保険基盤安定制度 
保険者支援分　365.1億円　基準超過費用　5.2億円
高額医療費共同事業　568.4億円

93,865,801・保険基盤安定等負担金

42,232,885�国民健康保険老人保健医療費拠出金負担
金

・うち前期高齢者交付金にかかる調整額　▲2,509.0億円503,363,436�国民健康保険後期高齢者医療費支援金負
担金

475,191,757�国民健康保険財政調整交付金

11,179,292�国民健康保険老人保健医療費拠出金財政
調整交付金

133,243,262�国民健康保険後期高齢者医療費支援金財
政調整交付金

・妊娠・出産にかかる負担軽減のための緊急対策経費1,608,783�国民健康保険安心出産育児支援補助金
（仮称）

253,659,464２．介護保険制度運営推進費

200,567,948�国民健康保険介護納付金負担金

53,091,516�国民健康保険介護納付金財政調整交付金

30,129,452３．医療費適正化推進費

29,718,321�国民健康保険特定健康診査・保健指導負
担金

325,080�国民健康保険病床転換支援金負担金

86,051�国民健康保険病床転換支援金財政調整交
付金

8,098,775国民健康保険団体に必要な経費

・再審査請求等の電算処理システムの開発　4.5億円 等
・歯科レセプト電算処理システムの開発（20年度のみ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲8.0億円 等 

8,098,775�国民健康保険団体連合会等補助金

（単位：千円）

（注）平成２０年度に予算書の見直しに関連して事項等の見直しを行ったため、他の事項に区分されるもののうち、国民健康保険事
業に関連するものを抜粋して計上している。



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

２５

備　　　　　考
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

3,664,013,271後期高齢者医療制度関係予算

137�臨時老人薬剤費特別給付金

6�臨時老人薬剤費特別給付金支給事務委託費
0�老人医療給付費負担金

2,737,227,953�後期高齢者医療給付費等負担金
2,702,539,072・後期高齢者医療給付費負担金

・高額医療費負担分 244.2億円
・財政安定化基金負担分 96.2億円
・不均一保険料助成分 6.5億円

34,688,881・高額医療費等負担金

900,846,358�後期高齢者医療財政調整交付金
【後期高齢者医療広域連合向け】
・健康診査に要する経費　　　　　　　 35.2億円
・医療費適正化事業に要する経費　　　  7.0億円
・特別高額医療共同事業に要する経費　 10.0億円

5,220,791�後期高齢者医療制度事業費補助金

【国民健康保険団体連合会・国民健康保険中央会向け】
・広域連合電算処理システム等に要する経費

1,737,116�後期高齢者医療制度関係業務事業費補助金

【社会保険診療報酬支払基金向け】
（従来、年金特別会計において特別保健福祉事業として実
施）
・高齢者支援金等の負担が急激に増加する被用者保険の保
険者に対する、支援金負担等の軽減等に要する経費

・被用者保険における医療費適正化等に要する経費

18,980,910�高齢者医療円滑化等補助金（仮称）

2.後期高齢者医療制度関係予算 （単位：千円）

備　　　　　考
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

※平成20年度予算額　　　　　　 　    20,39720,972老人保健福祉関係予算

407Ⅰ．地域における介護基盤の整備

387１．地域介護・福祉空間整備等施設整備交
付金（ハード交付金）の交付

20２．地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソ
フト交付金）の交付

20,416Ⅱ．介護保険制度の円滑な運営
・平成21年４月にプラス3.0％の介護報酬改定を行うことに
より、介護従事者等の処遇改善を図ることとする。

１．介護報酬の見直し

20,397２．制度運営に必要な国の負担等
19,638�介護給付に対する国の負担等

・各市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の
20％を負担。（施設等給付費においては、15％を負担）

12,384・介護給付費負担金

・全市町村における介護給付及び予防給付に要する費用の
５％を負担。

3,480・調整交付金

・都道府県が設置する財政安定化基金に対し、国がその３分
の１を負担。

6・財政安定化基金負担金

 740�地域支援事業の着実な実施  
・社会福祉法人による利用者負担軽減措置において、平成21
年度の介護報酬改定（＋3.0％）に伴い、利用者負担額の軽
減割合を拡大する。

19�低所得者への配慮

7.5３．将来課題への対応 
・第４期の介護予防事業の効果等の検証を行うため、新たな
介護予防モデル事業を試行的に実施する。

6.5�介護予防対策の推進

・介護サービス施設・事業所に対し、介護従事者の介護報酬
改定前の賃金と改定後の賃金等を把握する調査を実施し、
報酬改定と介護従事者の処遇との関係についての検証を行
う。（介護報酬改定影響検証事業（新規））

1�介護報酬改定の検証

3.老人保健福祉関係予算 （単位：億円）



政 策

２６町 村 週 報第２６６６号 （第三種郵便物認可） 平成２１年１月２６日

備　　　　　考
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

・「介護サービス情報の公表」制度の円滑な実施を引き続き
支援するとともに、介護支援専門員（ケアマネジャー）に対
し、体系的な研修事業を実施する。
　また、介護における事故を予防するため、介護者個人の知
識や技術の向上を図りつつ、介護による事故予防のための
研修事業を新たに創設する。

12４．介護サービスの質の向上

・「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」で
の提言を踏まえ、地域包括支援センターへの認知症連携担
当者の配置をはじめ、若年性認知症に関する総合的な対策
など、認知症に関する研究開発の推進から、医療・介護現場
での適正な連携とサービス提供に至るまで、認知症の医療
と生活の質を高める施策を総合的に推進し、認知症対策の
大幅な充実・強化を図る。

34Ⅲ．認知症対策の総合的な推進

・訪問看護サービスの安定的な供給を維持する体制を整備
し、在宅療養の充実を図るため、訪問看護ステーションの業
務を効率化する広域対応訪問看護ネットワークセンターを
設置し、効果的な事業（サービス）実施が図られるよう支援
する。

3.2Ⅳ．在宅療養の充実 

・介護給付の適正化を図るため、都道府県が策定した「介護
給付適正化計画」に基づき市町村が実施する適正化事業への
支援を引き続き行う。
　また、公平・公正な要介護認定を確保する観点から、市町
村に対し引き続き技術的助言を行うとともに、平成21年度
以降の要介護認定の実施体制及び実施状況等を調査し、新
たな要介護認定手法の検証と市町村間の平準化に資するた
めの調査を実施する。

9.5Ⅴ．介護給付適正化対策の推進

2.6Ⅵ．地域における人材の確保
・「安心と希望の介護ビジョン」を踏まえ、「高齢者地域活動
推進者（コミュニティ・ワーク・コーディネーター）」を年
間300人（10年間で3,000人）養成することとし、意欲ある地
域の高齢者や住民が、主体的・積極的に活動するための環境
を整備する。

0.9１．高齢者地域活動推進者養成支援事業
（新規）

・新たな住民参加サービス等の担い手を養成し、介護保険制
度等社会保障制度と相俟って、市民のための市民による支
え合いの基盤を整備する。

1.7２．生活（介護）支援サポーター養成支援
事業（新規）

4.児童家庭関係予算

備　　　　　考
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

※平成20年度予算額　　　　　　　　　　　  962,700981,500雇用均等・児童家庭局関係予算

◇地域における次世代育成支援対策の推進

687,738１．地域の子育て支援の推進

○地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実
（次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）） 38,800

55,122�すべての家庭を対象とした地域子育て支
援対策の充実

【対象となる主な事業】
・次世代育成支援の人材養成事業（新規）
・ファミリー・サポート・センター事業（拡充）
・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
・養育支援訪問事業
・子育て短期支援事業
・延長保育促進事業
・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
○地域における子育て支援拠点の拡充  10,193
○一時預かり事業の拡充  197
○中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進  122

（単位：百万円）4.児童家庭関係予算 （単位：百万円）
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備　　　　　考
平成21年度
予　算　額

事　　　　　項

○待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大
  347,465
・民間保育所運営費
○多様な保育サービスの提供  55,111

356,864�新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サー
ビスの充実 

23,453�総合的な放課後児童対策（「放課後子ども
プラン」）の着実な推進

252,300�児童手当国庫負担金

92,624２．児童虐待への対応など要保護児童対策等
の充実

○地域における体制整備
○児童相談所の機能強化
○社会的養護体制の拡充  82,221
・家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充
実

・施設退所児童等への支援の充実
○社会的養護体制等の推進のための施設整備（次世代育成支
援対策施設整備交付金（ハード交付金））  5,033

87,720�虐待を受けた子ども等への支援の強化

4,904�配偶者からの暴力（ドメスティック・バ
イオレンス）への対策等の推進

174,306３．母子家庭等自立支援対策の推進
○自立のための就業支援等の推進 2,744
○養育費確保策の推進 68

7,804�母子家庭等の総合的な自立支援の推進

166,502�自立を促進するための経済的支援
19,301４．母子保健医療の充実

○不妊治療等への支援 4,620
○妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規）

4,620�不妊治療への支援等

14,386�小児の慢性疾患等への支援
医 政 局 に
一 括 計 上

�周産期医療体制の充実

（参考）平成20年度第２次補正予算案
・妊婦健診の公費負担の拡充 790億円
　妊婦が健診の費用の心配をせず、必要な回数（14回程
度）を受けられるように、現在、地方財政措置されていな
い９回分について、平成22年度までの間、必要な財源を確
保し、市町村における妊婦健診の公費負担の拡充を図る。

・子育て応援特別手当の支給 651億円
　平成20年度の緊急措置として、幼児教育期（小学校就学
前３年間）の第二子以降の子一人あたりにつき、3.6万円の
子育て応援特別手当を支給する。

５．出産等に係る経済的負担の軽減

◇仕事と家庭の両立の支援
9,984仕事と家庭の両立支援
4,560�育児・介護休業制度の拡充
4,603�事業所内保育施設に対する支援の充実と

地域開放
784�中小企業における次世代育成支援対策の

推進
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国
土
交
通
省
関
係
予
算
・

施
策
の
あ
ら
ま
し

　

国
土
交
通
省
関
係
の
平
成　

年
度
予
算

２１

案
の
一
般
会
計
分
は
、
総
額
６
兆
３
、
５

７
３
億
円
で
、
対
前
年
度
比
８
％
、
４
、

６
４
３
億
円
増
と
な
っ
た
。
う
ち
、
一
般

公
共
事
業
費
は
、
５
兆
６
、
７
８
９
億
円

で
、
同
９
％
、
４
、
５
８
４
億
円
増
、
災

害
復
旧
等
は
、
５
３
４
億
円
、
行
政
経
費

は
５
、
６
７
６
億
円
等
と
な
っ
て
い
る
。

た
だ
し
、
一
般
公
共
事
業
費
の
増
加
は
、

特
別
会
計
に
直
入
さ
れ
て
い
た
地
方
道
路

整
備
臨
時
交
付
金
相
当
額
が
一
般
会
計
計

上
に
変
更
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
も
の
で
あ

り
、
実
質
的
に
は
同
４
％
減
と
な
っ
て
い

る
。

　

ま
た
、
国
土
交
通
省
関
係
財
政
投
融
資

計
画
は
２
兆
６
、
７
４
９
億
円
で
、
同　
２７

％
、
９
、
７
１
２
億
円
減
と
な
っ
た
。

　

こ
の
ほ
か
財
投
機
関
債
が
４
兆
６
、
２

７
８
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

同
省
は
予
算
に
お
い
て
、
安
全
・
安
心

で
豊
か
な
社
会
づ
く
り
、
地
球
環
境
に
対

応
し
た
暮
ら
し
づ
く
り
、
地
域
の
活
力
と

成
長
力
の
強
化
の
３
分
野
に
お
け
る
事

業
・
施
策
を
重
点
的
に
推
進
す
る
と
共
に
、

各
事
業
・
施
策
分
野
に
お
い
て
も
、
そ
の

目
的
・
成
果
に
踏
み
込
ん
で
き
め
細
か
く

重
点
化
し
、
限
ら
れ
た
予
算
で
最
大
限
の

効
果
の
発
現
を
図
る
と
し
て
い
る
。

　

事
業
別
で
み
た
概
要
は
次
の
と
お
り
で

あ
る
。

〔
道
路
関
係
〕

　

平
成　

年
度
の
道
路
関
係
予
算
は
、
対

２１

前
年
度
比　

％
減
の
１
兆
７
、
４
６
６
億

１７

円
（
一
般
会
計
繰
入
１
兆
６
、
６
４
５
億

円
、
貸
付
金
償
還
金
等
８
２
１
億
円
）
が

計
上
さ
れ
た
。

　

揮
発
油
税
収
の
４
分
の
１
を
特
別
会
計

に
直
接
繰
り
入
れ
て
い
た
地
方
道
路
整
備

臨
時
交
付
金
（
平
成　

年
度
は
６
、
８
２

２０

５
億
円
）
に
つ
い
て
は
、
道
路
特
定
財
源

の
一
般
財
源
化
に
伴
い
廃
止
と
な
っ
た
。

同
財
源
に
代
わ
る
も
の
と
し
て
、
道
路
を

中
心
に
、
関
連
す
る
他
の
イ
ン
フ
ラ
整

備
、
ま
た
、
ソ
フ
ト
事
業
も
対
象
と
し
た

「
地
域
活
力
基
盤
創
造
交
付
金
（
仮
称
）」

９
、
４
０
０
億
円
を
創
設
（
一
般
会
計
に

計
上
）
し
、
地
方
の
実
情
に
応
じ
た
地
域

活
力
の
強
化
の
た
め
の
取
組
を
支
援
す
る

と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
平
成　

年
度
に
創
設
さ
れ
た
、

２０

地
方
道
路
整
備
臨
時
貸
付
金
（
道
路
整
備

費
用
の
一
部
を
負
担
す
る
地
方
公
共
団
体

に
対
し
て
、
無
利
子
で
融
資
す
る
）
は
、

　

年
度
も
昨
年
度
と
同
額
の
１
、
０
０
０

２１億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

例
年
、
予
算
確
定
と
と
も
に
発
表
さ
れ

て
い
た
予
算
配
分
は
、
道
路
予
算
の
構
造

の
変
化
等
の
影
響
に
よ
り
、
平
成　

年
度

２０

末
に
か
け
て
整
理
さ
れ
る
。

　

主
な
新
規
制
度
と
し
て
は
、
道
路
維
持

事
業
に
つ
い
て
、
工
事
費
の
縮
減
、
発
注

事
務
の
効
率
化
を
図
る
目
的
か
ら
、
円
滑

に
事
業
を
実
施
す
る
た
め
に
、
国
庫
債
務

負
担
行
為
の
追
加
―
等
が
策
定
さ
れ
た
。

〔
下
水
道
・
公
園
関
係
〕

　

下
水
道
事
業
は
、
対
前
年
度
比
５
％
減

の
５
、
８
７
４
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

主
要
事
項
と
し
て
、
①
普
及
の
遅
れ
て

い
る
市
町
村
に
つ
い
て
、　

年
以
内
に
下

１０

水
道
未
普
及
の
解
消
を
図
る
た
め
、
汚
水

に
係
る
管
き
ょ
の
補
助
対
象
範
囲
を
拡
充

す
る
「
下
水
道
未
普
及
解
消
重
点
支
援
制

度
の
創
設
」、
②
一
定
規
模
の
浸
水
実
績

が
あ
る
、
浸
水
対
策
に
取
り
組
む
必
要
性

が
高
い
地
区
に
お
い
て
、
総
合
的
な
浸
水

対
策
を
支
援
す
る
「
下
水
道
浸
水
被
害
軽

減
総
合
事
業
の
創
設
」、
③
地
震
対
策
に

取
り
組
む
必
要
性
が
高
い
地
域
に
お
い
て

「
防
災
」、「
減
災
」
を
組
み
合
わ
せ
た
総
合

的
な
地
震
対
策
を
支
援
す
る
「
下
水
道
総

合
地
震
対
策
事
業
の
創
設
」
―
等
を
挙
げ

て
い
る
。

　

都
市
公
園
事
業
は
９
９
６
億
円
（
同
５

％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
①
個
性
豊
か
で
魅

力
あ
る
地
域
づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、

歴
史
ま
ち
づ
く
り
法
第　

条
に
基
づ
き
公

２５

園
施
設
の
整
備
を
行
う
認
定
市
町
村
を
、

都
市
公
園
事
業
に
お
け
る
補
助
対
象
主
体

に
追
加
、
②
都
市
公
園
に
お
け
る
総
合
的

な
安
全
・
安
心
対
策
事
業
を
緊
急
か
つ
計

平成21年度 関係省庁予算平成21年度 関係省庁予算
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特 集特 集特 集特 集特 集

���

���



（第三種郵便物認可） 第２６６６号平成２１年１月２６日 町 村 週 報

政 策

２９

画
的
に
実
施
し
、
誰
も
が
安
全
で
安
心
し

て
利
用
で
き
る
都
市
公
園
の
整
備
を
推
進

す
る
「
都
市
公
園
安
全
・
安
心
対
策
緊
急

総
合
支
援
事
業
の
創
設
」
―
等
を
行
う
。

〔
河
川
関
係
〕

　

河
川
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧
分

等
も
含
め
て
対
前
年
度
比
４
・
０
％
減
の

８
、
５
１
１
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

　

内
訳
は
、
国
土
基
盤
河
川
が
同
３
％
減

の
４
、
５
７
４
億
円
、
地
域
河
川
が
同
６

％
減
の
１
、
６
６
７
億
円
、
砂
防
が
同
５

％
減
の
１
、
２
８
８
億
円
、
急
傾
斜
地
崩

壊
対
策
が
同
５
％
減
の
１
９
１
億
円
、
総

合
流
域
防
災
が
前
年
と
ほ
ぼ
同
額
の
５
６

２
億
円
、
海
岸
が
同
３
％
減
の
２
２
６
億

円
、
災
害
復
旧
関
係
は
前
年
度
同
額
の
５

０
６
億
円
―
等
と
な
っ
て
い
る
。

　

地
球
温
暖
化
に
よ
り
懸
念
さ
れ
る
、
災

害
リ
ス
ク
の
増
大
へ
の
緊
急
的
対
応
、
大

規
模
災
害
時
の
対
応
の
強
化
を
図
る
ほ

か
、
高
度
経
済
成
長
期
に
集
中
投
資
し
た

河
川
管
理
施
設
等
の
急
速
な
老
朽
化
に
備

え
、
長
寿
命
化
計
画
の
策
定
推
進
な
ど
、

戦
略
的
な
維
持
管
理
の
推
進
等
に
取
り
組

む
と
し
た
。

　

主
な
治
水
事
業
と
し
て
①
総
合
流
域
対

策
費
の
創
設
、
②
河
川
改
修
費
補
助
の
拡

充
、
④
河
川
管
理
施
設
機
能
確
保
事
業
費

補
助
の
創
設
（
施
設
の
長
寿
命
化
等
の
推

進
）
―
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

主
な
災
害
復
旧
作
業
と
し
て
は
、
緊
急

(

災
害
対
策
派
遣
隊 
Ｔ
Ｅ
Ｃ－

Ｆ
Ｏ
Ｒ
Ｃ

)Ｅ 
に
よ
る
災
害
緊
急
対
応
事
業
の
創
設

―
等
が
あ
る
。

　

ま
た
、
主
な
海
岸
事
業
と
し
て
、
津
波
・

高
潮
危
機
管
理
対
策
緊
急
事
業
の
拡
充
―

等
を
行
う
と
し
て
い
る
。

〔
住
宅
関
係
〕

　

住
宅
関
係
事
業
予
算
は
、
対
前
年
度
比

５
％
減
の
９
、
３
７
８
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。

　

財
政
投
融
資
等
に
つ
い
て
は
、
同
４
％

減
の
４
兆
３
、
３
７
７
億
円
と
な
っ
て
い

る
。

　

主
な
事
業
と
し
て
、
高
齢
者
の
居
住
の

安
定
確
保
を
目
的
と
し
て
、
地
域
優
良
賃

貸
住
宅
（
高
齢
者
型
）
に
係
る
助
成
対
象

の
拡
充
や
、
高
齢
者
の
生
活
支
援
施
設
を

整
備
す
る
事
業
に
対
す
る
緊
急
的
助
成
制

度
の
創
設
―
等
を
挙
げ
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
公
的
賃
貸
住
宅
ス
ト
ッ
ク

の
有
効
活
用
を
目
的
と
し
て
、
長
寿
命
化

計
画
策
定
費
・
改
善
費
等
の
公
営
住
宅
等

ス
ト
ッ
ク
総
合
改
善
事
業
（
地
域
住
宅
交

付
金（
基
幹
事
業
））助
成
対
象
へ
の
追
加
、

マ
ン
シ
ョ
ン
等
安
心
居
住
推
進
事
業
の
創

設
、
住
宅
金
融
支
援
機
構
の
行
う
証
券
化

支
援
事
業
の
枠
組
み
を
活
用
し
た
優
良
住

宅
取
得
支
援
制
度
の
拡
充
（
金
利
優
遇
期

間
の
延
長
）
―
等
を
行
う
と
し
て
い
る
。
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平成21年度国土交通省関係予算総括表（国費）

備　　　　　考
対前年度倍率

（B/A）

平成21年度

予算額

（B）

平成20年度

予算額

（A）

事　　　　　項

1．本表は、沖縄振興開発事業費の国土
交通省関係分を含む。

2．本表のほかに、内閣府一括計上の地
域再生基盤強化交付金144,608百万
円がある。
（平成20年度　144,608百万円　対前
年度同額）

3．前年度予算額は、概算決定額との比
較対照のため組替えて掲記してあ
る。

4．（　）書は特殊要因（特別会計に直入
されていた地方道路整備臨時交付金
相当額が一般会計計上に変更される
ことによる増加）を除いた予算額で
ある。

5．計数は、整理の結果異動することが
ある。

0.96811,185841,049治 山 治 水

0.96764,558792,859治 水

0.9746,62748,190海 岸

0.841,222,0951,457,618道 路 整 備

0.96474,396496,465港 湾 空 港 鉄 道 等

0.96219,500227,950港 湾

0.93142,875153,615空 港

0.9336,20039,040都 市 ・ 幹 線 鉄 道

1.0070,60070,600新 幹 線

0.995,2215,260航 路 標 識

1.502,416,4871,609,980住宅都市地域環境整備（仮称）

0.96626,615654,770住 宅 対 策

1.871,789,872955,210都市地域環境整備（仮称）

0.96323,688338,713市 街 地 整 備

0.83442,416534,929道 路 環 境 整 備

1.0383,76881,568都 市 水 環 境 整 備

―940,0000地域活力基盤整備（仮称）

0.95687,021722,659下 水 道 水 道 廃 棄 物 処 理 等

0.95587,408617,869下 水 道

0.9599,613104,790都 市 公 園

1.095,611,1845,127,771小 計

0.7367,78092,780調 整 費 等

1.095,678,9645,220,551一般公共事業計

（0.96）（4,996,464）（5,220,551）

1.0053,44953,449災 害 復 旧 等

1.095,732,4135,274,000公共事業関係計

（0.96）（5,049,913）（5,274,000）

0.9822,52423,088官 庁 営 繕

0.9124,44326,868船 舶 建 造 （ 海 上 保 安 庁 ）

1.0210,23910,025そ の 他 施 設

1.02567,697559,045行 政 経 費

1.086,357,3165,893,026合 計

（単位：百万円）
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平成21年度国土交通省関係財政投融資計画総括表
（単位：百万円）

備　　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成21年度
予算額
（B）

平成20年度
予算額
（A）

区　　　　　分

1．独立行政法人都市再生機構は、都市再生業務分である。
2．社会資本整備事業特別会計は、空港整備勘定分である。
3．本表のほかに、以下の財投機関債がある。　
・独立行政法人住宅金融支援機構

　35,856億円　（32,874億円）
・独立行政法人都市再生機構 　　　800億円　（　1,100億円）
・独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構

　4,700億円　（　5,300億円）
・東日本高速道路株式会社　　　　600億円　（　　　400億円）
・首都高速道路株式会社　　　　　400億円　（　　　200億円）
・中日本高速道路株式会社　　　 1,500億円　（　1,000億円）
・西日本高速道路株式会社　　　　600億円　（　　400億円）
・阪神高速道路株式会社　　　　　250億円　（　　150億円）
・独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

1,030億円　（　　940億円）
・関西国際空港株式会社　　　　　426億円　（　　　55億円）
・中部国際空港株式会社　　　　　　26億円　（　　89億円）
・独立行政法人水資源機構　　　　　90億円　（　　　　90億円）
　　　　　計　　　　　　　　　　46,278億円　（42,598億円）

※（　）内は、前年度
4．計数は、整理の結果異動することがある。

1.0030,00030,000独立行政法人住宅金融支援機構

0.68497,200734,000独立行政法人都市再生機構

0.761,816,0002,383,000独 立 行 政 法 人
日本高速道路保有・債務返済機構

0.5736,50064,400東 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.6612,20018,500首 都 高 速 道 路 株 式 会 社

0.5457,900107,200中 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.6136,40059,400西 日 本 高 速 道 路 株 式 会 社

0.46　3,5007,600阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社

―――本州四国連絡高速道路株式会社

0.5653,90095,900独立行政法人　 鉄道建設・
運 輸 施 設 整 備 支 援 機 構

0.3415,50045,100関 西 国 際 空 港 株 式 会 社

0.8714,60016,700中 部 国 際 空 港 株 式 会 社

1.2288,20072,500社会資本整備事業特別会計

1.1012,70011,500独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構

1.00　300300独立行政法人奄美群島振興開発基金

0.732,674,9003,646,100合 計

平成21年度道路関係予算総括表

備　　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成21年度
予算額
（B）

平成20年度
予算額
（A）

事　　　　　項

１．道路環境整備には、住宅市街地
関連道路環境改善事業46,908百
万円（前年度52,120百万円）、都
市再生関連道路交通円滑化事
業2,205百万円（前年度2,450百
万円）を含む。　

２．重要課題推進枠に係る施策とし
て、　
・道路整備　　　6,365百万円
・道路環境整備　4,828百万円

　計　　　11,193百万円
を含む。

0.821,664,5112,018,547一 般 会 計 繰 入

0.821,222,0951,483,533道 路 整 備

0.83442,416535,014道 路 環 境 整 備

＜再掲＞

0.881,172,6431,328,103直 轄 事 業

0.65364,539558,126補 助 事 業

0.96127,329132,319有 料 道 路 事 業 等

0.8882,12593,813貸 付 金 償 還 金 等

0.831,746,6362,112,360合 計

この他に、地域活力基盤創造交付
金（仮称）9,400億円があり、地方
の要望に応じて、道路整備にあて
ることができる。

＜参考＞

－－682,500地 方 道 路 整 備 臨 時 交 付 金

（単位：百万円）

（注１）　この他に、高速道路料金引下げ等（国費2,045億円）、地方道路整備臨時貸付金（国費1,000億円）に係る経費がある。
（注２）　前年度の計数は、平成21年度決定額との比較対照のため、国家公務員共済組合負担金を直轄事業から有料道路事業等に組

替え掲記。
（注３）　四捨五入の関係で、各計数の和が合計と一致しないところがある。
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平成21年度都市・地域整備局関係予算総括表 （単位：百万円）

備　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成21年度
予算額
（B）

平成20年度
予算額
（A）

事　　　　　項

　0.95587,408617,869下 水 道

　0.9599,613104,790都 市 公 園

　0.95326,101344,294都 市 地 域 環 境 整 備 （ 仮 称 ）

　0.93273,389292,707市 街 地 整 備

　0.93233,175251,000ま ち づ く り 交 付 金

　0.9640,21441,707そ の 他 市 街 地 整 備

　0.901,8902,100道 路 環 境 整 備

　1.0350,82249,487都 市 水 環 境 整 備

　1.0345,36444,173都 市 水 環 境 整 備

　1.035,4585,314緑 地 環 境 整 備

　0.951,013,1221,066,953一 般 公 共 事 業 計

　1.00538538災 害 関 係

　1.006,6596,627行 政 経 費

（注）1．本表の他に、内閣府一括計上の地域再生基盤強化交付金（21年度予算額：144,608百万円、前年度予算額：144,608百万円、
1.00倍）がある。
2．本表の他に、街路事業（街路事業、土地区画整理事業、市街地再開発事業等、街路交通調査、連続立体交差事業資金貸付金）
があり、道路事業全体（21年度予算額：1,746,636百万円、前年度予算額：2,112,360百万円、0.83倍）の内数となっている。
　この他に、平成21年度予算額には地域活力基盤創造交付金（仮称）9,400億円があり、地方の要望に応じて道路整備にあて
ることができる。また、道路事業全体の前年度予算額には地方道路整備臨時交付金6,825億円がある。

特定地域振興対策関係 （単位：百万円）

備　　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成21年度
予算額
（B）

平成20年度
予算額
（A）

事　　　　　項

　0.9171,46878,175離 島 振 興

　0.9171,23077,934公 共 事 業

　0.99238241行 政 経 費

　0.9628,77030,029奄 美 振 興

　
0.9628,33429,588公 共 事 業

　0.99436441行 政 経 費

　0.971,4421,494小 笠 原 振 興

　0.97165171豪 雪 地 帯 振 興

　0.976264半 島 振 興

※道路整備、都市地域環境整備（仮称）、下水道、都市公園の全部若しくは一部に係る公共事業費は再掲である。
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平成21年度河川局関係予算総括表 （単位：百万円）

備　　　　　考
対前年度
倍率
（B/A）

平成21年度
予算額
（B）

平成20年度
予算額
（A）

区　　　　　分

0.97457,456470,681 国土基盤河川

0.94166,787177,667 地 域 河 川

0.95128,889135,847 砂 防

0.9519,11420,207急傾斜地崩壊対策

1.0056,28456,023 総合流域防災

0.9722,63723,410 海 岸

0.96851,167883,835計

1.0050,60250,602災害復旧関係事業

1.0541,22739,189災害復旧

0.829,37511,413災害関係

0.97901,769934,437合　　　　　計

（注）1．前年度剰余金等として10,817百万円（前年度14,928百万円）を含む。
2．各事業には、住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業として8,800百万円（前年度9,200百万円）、下水道関連特定治水施設整
備事業として11,500百万円（前年度11,500百万円）を含む。
3．重要課題推進枠に係る額15,530百万円を含む。


